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午前１０時 開会 

 

○議長（木下一己君） ただ今から、平成 28年第 3回下川町議会定例会を開会いたしま

す。 

 ただ今の出席議員数は、8名です。 

 定足数に達しておりますので、これから本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、御手元に配付のとおりです。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 1 会議録署名議員の指名を行います。 

 本定例会の会議録署名議員は、会議規則第 124条の規定により、4番 奈須憲一郎 議

員及び 5番 大西 功 議員を指名いたします。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 2 会期の決定についてを議題といたします。 

 お諮りします。 

 本定例会の会期は、本日から 9月 16日までの 3日間にしたいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 異議なしと認めます。 

 したがって、会期は本日から 9月 16日までの 3日間に決定いたしました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 3 諸般の報告を行います。 

 報告事項は御手元に配付しておりますので、朗読を省略し、報告といたします。 

 以上で諸般の報告を終わります。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 4 行政報告を行います。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 皆さんおはようございます。行政報告を行う前に、今定例会開

会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げたいと存じます。 

 9 月も中旬を迎え、朝夕肌寒い季節になってまいりましたけれども、このような折、

大変御多用の中、議員の皆様には第 3 回議会定例会に御出席を賜り、心より感謝申し上

げる次第でございます。 

 既に 9 月 5 日に開催した臨時会でも報告させていただきましたが、8 月に発生した台

風による大雨被害の状況については、町内における被害状況を一定程度把握することが

でき、今定例会においてそれに係る復旧や整備の補正予算を計上させていただいている

ところであります。 

 さて、本定例会に提案させていただく議案は、条例案件 4 件、単行案件 1 件、予算案

件 5件、認定案件 2件、同意案件 1件、報告案件 1件の計 14件であり、そのほか 1件に
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ついて行政報告をさせていただくところでございます。議員の皆様には、議案審査に当

たりまして更なる御指導を賜りますようお願い申し上げ、開会に当たりましての御挨拶

に代えさせていただきます。 

それでは、行政報告 1件を報告させていただきます。 

本年度の主要建設工事につきまして、8月末現在の進捗状況を御報告申し上げます。 

参考資料として、主要建設工事進捗状況を添付してございますが、これまでに 9 回の

建設工事入札を実施しており、主要建設工事の予算額に対しまして約 79％を発注し、進

捗状況は約 65％となっております。 

なお、これまでの主要建設工事の発注額は、土木工事が 17件で 3億 5,298万円、建築

工事が 9 件で 9,185万円、その他工事が 12 件で 7,788 万円、合計 38件で 5 億 2,271万

円となっております。 

以上申し上げまして、平成 28年度主要建設工事の進捗状況の報告とし、行政報告とさ

せていただきます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 以上で行政報告を終わります。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 5 一般質問を行います。 

 御手元に配付いたしました質問要旨の順に発言を許します。 

 質問番号 1番、1番 近藤八郎 議員。 

 

○1 番（近藤八郎君） それでは早速トップバッターとして一般質問をさせていただき

ますが、今回は自主防災組織の育成、充実について質問をしておきたいと思いますが、

近年、私ども国内で発生している自然災害は、想定外という言葉が通じなくなるぐらい

ひどいものとなっておりまして、本年に入っても熊本地方を中心とする大規模な地震、

さらに追い打ちをかけるような大雨など、いわゆるゲリラ豪雨が全国各地で発生してお

ります。 

 北海道におきましても7月末の大雨、さらに8月には1週間の間に3つの台風が上陸、も

しくは最接近を記録するなど、過去に例をみない災害に見舞われております。特に台風 

10号における大雨は、道内各地に大きな爪痕を残し、人的、物的被害は想像を超える甚

大なものとなったことは記憶に新しいところでもございます。お亡くなりになられた

方々の御冥福と被災地の方々に衷心から御見舞いを申し上げますとともに、一日も早く

復旧、復興されますことをお祈りする次第でございます。 

 本町でもこの度の台風では災害対策本部をいち早く立ち上げ、本部長の町長を先頭に

職員一丸となって対応されましたことは敬意と感謝を申し上げるとともに、関係機関・

団体との速やかな協力体制構築に、我々議会も住民も大変心強く思ったところでもござ

います。 

 さて、本町も去る7月21日に、町民を対象に大掛かりな災害訓練を初めて実施されまし

て、100人を超える町民の参加を得て比較的円滑に行われたと伺っておりますが、地域住

民の皆様にとっても貴重な体験であり、大変有意義であったんではないかというふうに

推測されるところでもございます。 
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 そこで町長にお伺いいたします。災害対策基本法では市町村の責務が規定されており

まして、その責務を遂行するため自主防災組織の充実と住民の自発的な防災活動の促進

を図るという、いわゆる努力規定が明記されております。さらに、住民の皆様に対して

も、防災訓練その他の自発的な防災活動への参加の責務が、これも規定されているとこ

ろでございまして、町長は地域住民が「自分達の地域は自分達で守る」という意識に基

づき、自主的に結成する防災組織の育成を積極的に奨励する考えはないか。 

 また、自主防災活動を促進するための組織の結成時、あるいは活動において、それぞ

れ必要な財政支援をして、その奨励を積極的に進めていくという考えはないか、お伺い

したいと思います。以上でございます。 

 

○議長（木下一己君） 答弁を求めます。 

町長。 

 

○町長（谷 一之君） 近藤議員の御質問「自主防災組織の育成と充実について」お答

えをいたしたいと思います。 

御案内のとおり、北海道におきまして、8月に入り台風 7号、11号、9号の三度にわ

たる上陸と台風 10号の急接近による大雨で、人身、農作物、道路や建物等に甚大な被害

をもたらしました。 

北海道における被害は 1,200億円を超えると推測されており、空知川の決壊により南

富良野町の浸水害や農作物被害においては、十勝地方を中心に 6,300ha余りに上ってい

るところであります。 

本町におきましては、先の臨時会で御報告をしたとおり、道路の損壊や洗掘、農作物

被害、排水路からの溢水などの被災が発生したところでございます。 

本町における防災対応でございますが、毎年、防災会議を開催し、各関係機関との連

携を強化すると共に、防災組織体制の整備や防災に関する普及啓発並びに災害の予防対

策・被災の応急対策などを総括する「下川町防災計画」に基づき、災害の未然防止や減

災に努めているところでございます。 

阪神淡路大震災や東日本大震災の教訓では、災害の発生時において「自ら命を守るこ

とや助け合い」が重要視されており、その様な観点から、自主防災組織につきましては

生命・財産を災害から守るにも初動時や平常時の必要組織として大きな効果が期待され

るものと認識をしております。 

現在、自主防災組織の組織化に向けた普及促進を図っており、公区長会議での普及を

はじめとし、この 9月 11日には地域防災活動のリーダーを養成する「北海道地域防災マ

スター」の養成講習に 3名の方々に御参加いただいたところでございます。 

また、自発的な防災活動を促進するためには、組織設立や活動しやすい環境づくりが

必要であると認識をしており、財政的な支援について今年度制度化をしてまいりたいと

思います。 

今後とも地域と密着した情報交換や連携を強化する中に、防災意識の高揚を図り、防

災・減災に対する体制整備を進めてまいる所存でございます。 

以上申し上げまして、答弁といたしますので、御理解を賜りますようお願い申し上げ
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ます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 1番 近藤議員。 

 

○1番（近藤八郎君） それでは再質問させていただきますけれども、町長の今の答弁で、

自主防災組織の必要性を十分認識しているというところにつきましては、質問者の私も

評価しておきたいところでございます。 

 確かに個人や家族だけの力では限界がありますので、そういう意味では隣近所の人達

が集まって互いに協力し合うという本当に身近な自主防災組織がこれから組織化される

ことを期待するところでもございますが、そこで改めてお伺いしますけれども、後段の

方には制度化も図っていくという答弁もございますけれども、実際、組織の設立には、

地域の住民の方がその結成に合意をし、例えば規約ですとか組織のあり方、活動内容を

規定するということで整理するというふうに考えますが、それらの方法としては四点ほ

どあろうかと思いますが、それについてそれぞれ町長のコメントをいただきたいと思い

ますが、一つには、既存というか現況公区の組織をそのまま活用して、その中に防災部

という新たな部署を設けながらやっていこうとするのか。あるいは地域の助け合いチー

ムを活用するか。あるいは新たにまったく新しいメンバーで結成をしようとするのか。 

そしてさらには、結成を奨励するために…私も早くから言っておりますけども、自主

防災組織結成のマニュアルの配布などを是非するということが挙げられると思いますが、

実際に自主防災組織を行政として奨励していくためには、今の四点ほどに対してそれぞ

れどんなふうに考えられるか、簡単で結構ですのでお考えを聞かせていただきたいと思

います。 

 

○議長（木下一己君） 答弁を求めます。 

町長。 

 

○町長（谷 一之君） 近藤議員の再質問の四点ほどの考え方でございますけれども、 

今年制度化をしてまいるということで、先ほど答弁をさせていただきましたけれども、

これにつきましてもまだちょっと発展途上のところがございますし、公区やあるいはま

た住民の皆さん、それに関係する団体等との協議も必要になってくるんではないかと思

っております。いずれにしても、公区行政…今18公区ございますので、その中での本当

に設置が可能かどうか。さらに既存では助け合い隊の…いろんな組織化されている公区

もございますので、ここの温度差をどうやって縮めていくことができるのかと、こうい

うことが少し時間が要するんではないかと考えております。ただ、災害については、い

つ何時やってくるか分かりませんので、自主防災組織だけではなくてですね、しっかり

と町としては情報発信や、あるいは一定程度共通するような防災の体制づくりというの

をしっかりしてまいりたいなと思っているところであります。 

 また、それに伴って、新しい組織はどうかということでございますけれども、これに

ついても各公区も今、役員の担い手が非常にいないという厳しい状況もあるようであり

ますので、もしかしたらこの公区の中だけではなくて、新しい組織というのも必要なと
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きがあるかもしれません。そのへんはまた町の方でもしっかりと判断をしながらですね、

今後そういうようなかたちづくりをしていければいいなと思っている次第であります。 

 それから、マニュアル等につきましても、これも少し時間を要するんではないかと思

っておりますが、いずれにいたしましても、近隣市町村、あるいはまた先進的にやられ

ている地域のところを少し参考にさせていただきながら、このマニュアル作成というの

が必要かどうかというのも含めてですね、今後進めてまいりたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 1番 近藤議員。 

 

○1番（近藤八郎君） 実際に既存の組織を活用するということについてはですね、ある

いは新しいメンバーで結成するということについては、今、町長が答弁されましたよう

に、そもそも公区の役員というのは、なかなか後継者が不足したり、それによって活動

が停滞するというそういう状況は、下川の18公区全ての共通の課題ではないかというふ

うに私も承知をしているところでございます。 

 しかし、災害対策基本法という中で、町の責務、あるいは防災活動を積極的に参加し

ていくという住民の責務、これらをそれぞれ両立させていくためには、さらに一歩踏み

込んだ奨励策を講じなければ、いつまでたっても近隣の様子を見るとか、進んでいる公

区あるいは団体の成り行きを見るということでは進んでいかないんではないかと、この

ように思います。したがって、この自主組織につきましては、財政的な支援もするとい

うふうに今年度制度化してまいりたいというふうに答弁がございましたけれども、実際

にこれを制度化する場合に、通常、財政支援がどのようにされるかということについて

は、余り具体的に提言しないのが普通でしょうけれども、私はあえて具体的に提言をさ

せていただきたいと思うんですが、一つは、結成については、毎年のように何年もかか

って18公区が全て結成するということは、これは不可能だと思います。したがって、あ

る一定期間…いわゆる時限的にこの奨励期間を設けて、その間に結成をする場合にはそ

れなりの財政支援をするという、結成時に対する財政支援。それから、結成された後の

活動を助長していくという、この二本立て、ここをしっかりですね進めることによって、

実のある財政支援に繋がっていくんではないかと。そのことが今、下川町の公区制度の

内容が問われているときに、単なる防災活動ばかりでなくて、冬期間の除雪対策ですと

か、高齢者の助け合いの運動ですとか、そういったことに繋がっていくと思いますので、

決して新メンバーでは困難だということもここは余り思わずに、やっぱり公区の中でし

っかりと検討されるように、その題材にやっぱり防災組織設立のマニュアルを配布して

理解を深めていただくと、こんなことに是非していただければというふうに思って、具

体的に提案をさせていただいたところでございます。 

 そこで、続けさせてもらいますけども、現在の地域内の自主的な除雪支援を公区の事

業として取り組む場合にですね、これも単に防災活動ばかりでなくて、特に夏の水害と

か台風ばかりでなくて、下川の場合は積雪寒冷地でございます。冬期間の場合もですね、

やっぱり大切な災害活動ではないかと思います。特に高齢者とか独居老人の世帯につい

ては、今、町の方も地域職員ですとか、職員挙げて点検をされているのが実態でござい
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ますけども、これもですね、やはり行政に頼ることなく地域の中でその問題を解決して

いけるような公区として発展することを期待できるような財政支援…いわゆる具体的に

申し上げますと、現行の公区交付金の内容も踏み込んで検討されることによって、やは

り公区活動のいろんな面が解決していくのではないかというふうに、私も数年間公区長

をした立場で実感しておりますので、是非公区制度の改正と併せまして、この自主防災

組織の設立に今一度真剣に取り組んでいただければと、こんなふうに思います。 

 そこで、そういった部分について、改めて町長がどのように考えるかお聞きして、次

の質問に移りたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 今年度、当初予算で備品を若干計上させていただいております

ので、そのへん詳細は担当課長から説明させていただきますが、いずれにしても洪水に

おけるハザードマップ等も既に過去に作成いたしておりますが、これは百年に一度とい

う大洪水を想定してのものでありまして、住民の方々がどうしてもその意識がまだ低い

ところがあります。先ほど答弁でも申し上げましたけども、南富良野の大水害について

は、やはり対岸の火事ではないと、本当に起こり得るそういう状況にあるんではないか

と考えています。下川町も降水量では200㎜強の降水量でありましたけれども、空知川の

今回の決壊では500㎜を超えたということで、これも今後下川町も300、400ということも

想定しながら、こういう防災対策というのをしっかりとやっていく必要があるんでない

かと思ってございます。 

 また、公区の中にいろいろと温度差はございますけれども、今申し上げましたように

公区内にこういうチームを結成する際の支援とかですね、あるいはまた活動について、

いろいろと希望、要望も聞きながら、今後そういうような体制づくりもしてまいりたい

なと考えている次第でございます。 

 いずれにいたしましても、百年に一度というそういう安閑な気持ちではなくて、常に

問題意識と危機意識を持てる、そういう住民への啓発も今後さらに進めてまいりたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。備品関係については、担当の方から説明さ

せていただきます。 

 

○議長（木下一己君） 税務住民課長。 

 

○税務住民課長（長岡哲郎君） 地域防災計画の中で第4節、住民組織等の活用という6

号に、町民等による地区内の防災活動の推進というのが定められておりまして、防災力

の向上を図るため協働し、防災訓練の実施、物資の備蓄等々を行いながら、自発的な防

災活動の推進に努めるという項目がございます。これに基づきまして、現在、補助要綱

を作成しているところでございますが、近藤議員仰るとおり、自主防災組織の設立時に

関する助成、そして恒常的に行っていくために防災訓練ですとか防災備蓄品、そして研

修参加等の啓発、こういったものの活動についても補助ができるようなかたちで今要領

を検討してございます。 
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 あといろいろな…水害だけではなくて除雪等々…雪害等もございますので、そういっ

たコミュニティ活動の活性化、そして自主的な取組を推進していくために、今、その推

進をやっていこうということで、今年度、地域の皆さんにアンケート調査を行いながら、

地域の課題を抽出して、それで地域担当職員にサポートしていただきながら、課題を洗

い出しながら、役員さんだけではなくて若い人からお年寄りまでみんな参加していただ

いて、地域の将来ですとか課題だとかを話し合っていただく。今、公区の活動というの

は活動計画がそれぞれ公区でもっておられますが、どうしても単年度…今年の計画とい

うことになっていると思います。中期的な展望に立った中で…長期的な展望に立てれば

いいんですけども、中期的な展望も、地域どうしていこうか、人口もどうしていこうか

というところまで踏み込んで、課題抽出しながら勉強会をしていきたいなと。こういっ

た中にも、そのアンケート調査の中に防災対策ですとか、今の空き家対策ですとか、そ

ういった項目も盛り込んでおりますので、今年度実施をしていただけるという…アンケ

ートに協力していただけるというのが、上名寄の1公区、元町、三和と3公区やっていた

だけると。後、今検討していただいているところが、共栄、一の橋、中成北と三つござ

いますので、6地区ぐらいでいろんな課題抽出をしながらコミュニティの活性化に努めて

いきたいというふうに、総体的に考えております。 

 

○議長（木下一己君） 1番 近藤議員。 

 

○1番（近藤八郎君） 担当課長からより詳しく説明していただきましたけれども、加え

て申し上げるならばですね、下川町の18公区の中にはそれぞれ助け合いチームというの

が…名前は助け合い隊であったり、あるいは違う名称がありますけども、18公区全てに

設置されているというふうには認識しておりません。その中でも、どうしてもそういっ

たとこに必要な場合に、助け合いチームという名称で設立されて、特に高齢者、障がい

者、そういった方々を中心にいろんな活動をされているんですが、この活動を支援する

のが実は社会福祉協議会からそれぞれの公区に3万円なり3万5,000円の交付金を支出し

て、そして支援をしていると、こういう実態もございます。是非、進んだ公区もござい

ますし、まだ助け合いチームというものがなくても地域の中で十分…現行の公区体制の

中でできるという公区もございますから一概には申し上げられませんけれども、そうい

ったところの組織化をすることによって、自主防災組織の設立の気運が目覚めていくん

ではないかというふうに思いますので、是非その点も記憶をしていただきたいと思いま

すが、二つほど追加させてもらいますけども、一つは、既存の下川町の防災会議条例で

は、確か第3条ですけれども、自主防災組織がもしできていればですね、防災会議のメン

バーに自主防災組織の構成員も入れると、こういうふうになっておりますが、現在は地

元の公区長は防災会議のメンバーにはなり得ておりません。このことは地域を代表する

公区長が防災会議のメンバーに入ってないということは、他の用務で町の方では委嘱し

ている、あるいはお願いをしているという部分は承知しておりますけども、やはり下川

町の防災会議、防災計画を検討する上では、地域の代表の方も全部といいませんけれど

も入れるような構成を考えるべきではないかと思いますし、加えて実際の災害が起きた

ときには、女性…御婦人の力が相当大きく影響いたします。そういう意味では下川の防



 

8 

 

災会議のメンバーには女性委員は入っておりません。是非こういったことも今後検討す

る場合に十分理解をしていただければと、こんなふうにも思っておりますので、よろし

くお願いしたいと思います。 

 最後に、こういった自主防災組織ができることによって、行政として非常に使って喜

ばれている自助、公助、共助という部分を具体的に表していけるようにこれからも活躍

を期待しておりますので、是非よろしくお願いしたいと思います。 

 以上で自主防災組織については質問を終わらせていただきます。今の部分については

答弁いりませんので、引き続いて、行政改革大綱策定の進捗状況についての質問に移ら

せていただきますが、下川町の行政改革の取組は、昭和61年度の第1次行革大綱を皮切り

に平成26年度まで第7次の行革大綱を策定して、その実現のため取り組んでこられました。 

しかも実施期間もそれぞれの状況に応じて3年であったり、5年であったりと、こんな

ふうに設定しておりますが、その間、地域自律プラン、そして集中改革プラン、こうい

ったものを経て、本年度第8次の行革大綱策定審議を前提とした当初予算が計上されてお

りますけれども、そこで次の二点についてお伺いしたいと思いますが、一点目は、職員

定数と組織機構の見直し等について、第7次行政改革大綱推進項目では、適正な定員管理、

組織機構の見直しが該当すると思われますけれども、次期行革大綱では引き続きこの項

目を計上して見直していくのか。参考までにここ近年の…平成23年度から26年度…とい

うことは第7次の行革大綱でございますけども、ここにおける職員採用の計画と実績、あ

るいは採用と退職別の内容について、参考までに示していただきたいと思います。 

  二点目は、平成16年度に係制を廃止してグループ制を導入したが、この制度検証の結

果、課の設置を含めた見直しを今後考えているのか。町長の考えを聞きたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 答弁を求めます。 

町長。 

 

○町長（谷 一之君） 近藤議員の「行政改革大綱策定の進捗状況」について、御質問

にお答えいたしたいと思います。 

御案内のとおり、本町は平成の大合併問題において、当分の間、合併せずに単独の町

として引き続きまちづくりを進めていくことを決意し、今日に至ったところであります。 

また、地方を取り巻く状況が大変厳しさを増す中、持続可能な地域社会の構築に向け、

自律プランに基づき様々な見直しを行い、歳出の抑制などを図ってまいりました。 

 その一環として、機構の見直しによる課の統廃合や、職員数の見直しとして、平成 18

年度までの間は退職者不補充、平成 19年度以降は退職者補充率を原則 30％と定め、職

員数の削減を行ってきているところであります。 

御質問の一点目の「職員定数、組織機構の見直し等について積極的に進める考えはあ

るか」についてでございますけれども、職員定数につきましては、平成 14年に生活支援

ハウス整備に伴いまして職員 2人を追加し、全体で 235人に増やした以降は定数自体の

見直しは行っていないところであります。 

これまでの職員数のピークは、平成 11年の 216人となっており、自律プランを策定し

た平成 16年は 195人、採用抑制を続けた平成 22年では 175人まで減少しております。 
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その後は退職者相当数を採用して実員数の維持を図ってまいりましたけれども、採用

者数が採用予定数に満たない年もございまして、現時点では 174人で、十分な職員数と

は言えない状況と認識しており、また不補充期間の影響もございまして、年齢構成など

の是正も必要と考えているところでございます。 

これまでの事務事業を継続しつつ、環境未来都市の具現化など新たな事業を展開して

いくために、業務量に対する適正な職員数が満たせるよう、社会人採用も含めて計画的

に職員採用を進めていくとともに、その一方で職員数増加に伴う財政への影響なども十

分考慮していきたいと考えてございます。 

 また、組織機構の見直しにつきましては、今後も地域課題の解決や施策の推進に迅速

に対応できるよう必要な見直しを行ってまいりますので、御理解を賜りますようお願い

申し上げます。 

 次に二点目の「グループ制を見直しする考えはあるか」についてでございますけれど

も、地方交付税の削減、新規採用者抑制など厳しい行財政運営を強いられる状況下にお

きまして、限られた職員数で多様化する行政需要や地方分権、権限移譲などへ柔軟に対

応するため、地域自律プランに基づきまして、平成 16年 6月にそれまでの係制を廃止し、

グループ制を導入したところでございます。 

 また、グループ制の検証を行うために職員アンケートを実施し、制度の理解度の把握

や課題の洗い出しなどを行っており、その結果についてグループリーダー会議などを通

じて共有してきております。 

しかしながら、ＯＡ化などにより業務の効率化が図られた一方で、職員採用の抑制や

国の制度改正、地方分権に伴う業務の増加、環境モデル都市、環境未来都市など新たな

施策の展開などにより、現在の体制では職員 1人当たりの業務量が増加してきているこ

とから、職員の適正配置も含め、改めてグループ制のあり方などについて検証を行い、

住民サービスの向上に繋がるように努めてまいりたいと存じます。 

いずれにいたしましても、現在策定に向けた取組を進めております第 8次行政改革大

綱に位置付け、計画的な職員採用、組織機構、グループ制などの検証を進めてまいりた

いと思います。 

 以上申し上げまして、答弁といたしますので、御理解を賜りますようお願い申し上げ

ます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 1番 近藤議員。 

 

○1 番（近藤八郎君） 町長の答弁にございますように、市町村合併議論の結果、いわ

ゆる単独の道を歩むことになったということで、平成 16 年度から 32 年度までの地域自

律プラン…これを策定しておりまして、平成 17 年から 21 年度の 5 年間は、いわゆる国

主導による集中改革プランを策定しなければならなくなり、その間に定員管理の適正化

や職員の不補充、あるいは答弁にありました補充率を30％に設定をしていると。その間、

平成 16年度には 32の係を 14グループに移行した経過があるという答弁でございますが、

改めてお伺いしますけれども、こういった削減をしていった結果、定員管理上の採用計

画や、あるいはその結果による実績に与えている影響を率直に表すとどんなふうに認識
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されているのか。改めて町長にお聞きしたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 答弁でも申し上げましたけど、やはり業務量が少なくなってい

ないというのが大きな課題でございまして、それについては国の政策に積極的に下川町

として飛び込んでいっているということがあるんではないかと思っております。そうい

う意味では、業務量が多くなったわりには職員数が減少してまいっておりますので、非

常に一人一人の業務量が増えているというのが実態でございまして、そのへんを今後は

しっかりとカバーできる、補完できる、そういうような体制づくりというのをしてまい

りたいなと考えている次第でございます。よろしくお願いします。 

 

○議長（木下一己君） 1番 近藤議員。 

 

○1 番（近藤八郎君） 町長が的確にそういった現状を認識されているというふうに私

も思います。そこで改めてお伺いしますけども、近年、不幸にして亡くなられた方…そ

ういった職員もおられますし、定年退職以外での自己都合退職、平成 23 年度から 26 年

度までをみましてもかなりの職員がおられます。そういった意味で、特に直近でも見受

けられますけれども、この空席となった部署について、年度途中でもありまして大変影

響が大きいと思ってみております。 

 そういった部分については、特別な対応を取っているのか。あるいは次期の採用計画

に欠員として単純に上乗せをして採用計画を立てていくのか。そのへんについて改めて

お聞きしたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 近藤議員が仰るように、23 年度から 26 年度もおそらく…私は

就任してございませんでしたけれども、議会当時もそういうようなことで議論したこと

がございます。そういう意味では、自己退職の補充をどうするかということであります

が、緊急の対応としては臨時を採用しながら、そして期間的に補完をしていくというこ

とが一つにはあるんではないかと思ってございます。それは現在も実施しているところ

でございます。さらに、途中での新採用でございますけども、これについては人材の問

題もありますし、また募集してもかなわないということもございますので、そのへんは

十分に検討しながらですね、そういう募集をするとよいのかどうかということはケース

バイケースで図ってまいりたいなと思っています。いずれにいたしましても、今は基本

的な新採用…公務員試験を受験していただいた方々を中心に採用してございますが、今

後は社会人枠を少し増やしたりですね、また高卒の枠等も少し検討していく必要がある

んではないかと思ってございますので、そのへんはまた行革の中、あるいはまた内部の

会議等でいろいろと検討してまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 
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○議長（木下一己君） 1番 近藤議員。 

 

○1番（近藤八郎君） 実は年度途中で退職される方は最近でもおられるというふうに、

つい最近それこそお聞きしましたけれども、来年度以降の職員採用計画は当然その部局

で策定していると思われるんですが、最初の答弁にもありましたけれども、採用者数が

採用予定者数に満たない年もあると、こういうことは現実にあったからこういう答弁が

あったと思うんですけども、そこで、現在の職員採用に至るやり方で引き続き…いわゆ

る上川町村会の共同試験に参加していくのか、そのへんについてもお伺いしたいし、後

は近年、地元の高校生…下川商業ばかりではありません、名寄地区を含めた地元の高校

の卒業生が準職員として採用されている実績は見受けられますけれども、正規職員とし

て採用する機会が少ないように思われます。特に下川商業高校のいわゆる存続対策とい

う部分も含めると、是非将来、希望にあふれる生徒を地元に残って活躍してもらえる、

そういった働く場所としての下川町役場を紹介してはいかがかと、こんなふうに思いま

すが、この分については商業高校の存続対策の中心となっている教育長も大変苦慮して

いると思いますが、そのへんについては今回、現時点で下川商業高校生の就職率がどの

程度になっているのか。あるいは来年度以降の地元に残っていただくような空気はない

のか、そういったことも含めて町長と、できれば教育長からも少しお話いただきたいと

思います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） これまでも上川町村会にいろいろお世話をいただきながら職員

の採用試験を実施してまいりましたけど、このメリットはやはりスケールメリットにあ

るんではないかと考えています。下川町が単独でやる場合にはどうしても発信量が小さ

くなってしまいますので、これは引き続き優先をして進めてまいりたいと思いますが、

その一方で近藤議員が仰られましたように地元枠をこれからつくっていく場合に、どう

いうような協議をしていったらいいのかと、このへんはしっかり議論をしてまいりたい

と思っております。これは私個人に当初は来ていたものでありますが、インターンシッ

プがこれまで 4年から 5年ぐらいの間で 45人ぐらいインターンシップで来ておりまして、

現在も役場の一応インターンシップということで年に 2 回ほど来ている学生がおります

けども、そういう中にもやはり下川町を一度みるとですね、下川町を受けてみたいとい

うそういうような志のある若い方もいらっしゃいますので、引き続きこのインターンシ

ップだけに限らず、下川町をみる機会をたくさんつくっていって、そして下川町の情報

発信や啓発をこれからも進めてまいりたいなと考えているところでございます。 

 また、商業高校につきましては、教育長に分かる範囲で答弁をお願いします。以上で

す。 

 

○議長（木下一己君） 教育長。 

 

○教育長（松野尾道雄君） ただ今の御質問に対して、商業高校の関係を答えさせてい
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ただきます。 

 下川商業高校、ここ 4 年間で概ね 100 名程度の卒業生を輩出しております。そのうち

進学が大体 57人でございますので、大体 6割前後が進学、そして 4割が就職というよう

な状況にあります。本年度 3 月に卒業した生徒については、近年では大変多くて、確か

私の記憶では 5人程度町内にとどまったというような状況だと認識しております。 

 先ほど近藤議員の方から御提示いただきました、下高の人材活用を町でもということ

なんですが、町内唯一の高等学校教育を提供している下川商業高校の維持存続発展のた

めにも、例えば入口の支援も町として行っております。また、在学中も支援を行ってお

ります。特に出口の部分、こういった出口をやはり確保するということが進路を選択す

る中で重要なファクターではないかなというふうに認識しておりますので、そのへんに

ついては今後町として、教育委員会としても今のお話については十分認識した中で対応

させていただきたいと考えております。以上でございます。 

 

○議長（木下一己君） 1番 近藤議員。 

 

○1 番（近藤八郎君） 町長の答弁も理解できますし、是非積極的に採用していただけ

ればと思います。さらにまた教育長に…いわゆる言葉は悪いですが…ふったのは、ルー

ル違反かもしれませんけれども、特別職の一人でございますから答えは十分できると思

ってお聞きした次第でございますし、是非これからも地元高校生が下川に残るようにで

すね、そんなこともやっていただきたいと。ただ総体的には、やはり一度は札幌とか都

会に出たいという、あるいは専門学校でも行きたいという希望が多いことは私も承知し

ております。特に教育長は大変大事なことを言われました。入口よりも在学、出口…こ

れはですね私もまったく同感です。もちろん入口は大事なんですけども、やはり出口な

んです。出口がしっかりしてないと、やはり親なり本人は安心して下川の学校に来ない

というのは実態でないかと思ってますんで、是非学校関係者とも協議されて、入口にこ

だわらず、入口というのは地元の子供たちは名寄にいますから、入口ばかり重点を置か

ずに、在学中と出口に是非重点を置いた取組をしていただければなお充実するんではな

いかということを、ちょっと今回質問とは違いますけれども申し上げておきたいと思い

ます。 

 それで次のグループ制の関係で再質問させてもらいますけれども、昨年の第 3 回…9

月ですね…定例会で、私がグループ制と機構改革に関連する一般質問をいたしました。 

 この時に町長は、グループ制のメリット、デメリットをしっかり検証して、次の段階

…いわゆる機構改革を含めて…次の段階を踏んでいきたいと、このように答弁されてお

ります。そこで、御承知のとおり今回 9 月です。1 年を経過して当然結果は出ていると

思われますが、先ほどの答弁を聞きますと、またグループ制のあり方などについて検証

したり、アンケートを取ったり、グループリーダー会議にかけているという答弁があり

ましたけれども、私の答弁からしてちょうど 1 年経過しておりますので、ある程度内容

については出ているというふうに思って質問させていただいておりますので、今回それ

らに基づいて、このグループ制の見直し、課のあり方、これも併せて検討して機構改革

まで踏み込んでいくという考えは現時点は持てないのか持てるのか、はっきりと御答弁
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を願いたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 昨年確かにグループ制の話を答弁でさせていただいたところで

ございますけれども、現実に事務事業がいろいろ先を行っていて、それを解決していか

なければならないというのが優先しまして、どうしてもこのグループ制を検討するとい

うのが遅れているのは否めないところでございます。私自身は今、グループ制のメリッ

トとデメリットの一定程度…個人的には区分けをできるようになりましたので、今後そ

のへんの指示をしっかり出しながら、またもう一つは今の行政改革の関係もございます

ので、拙速なやり方をしてしまうと、例えば係に戻してしまうとそれに歪みが起きたり

してしまうとか、あるいはグループ制の中でのやり方を一気に変えてしまうと、またそ

こに障害が起きることも考えられますので、これ慎重にやっていきたいなと思っており

ます。いずれにしてもグループ制の検証はどこかの時点できちっとやらなければならな

いというのは認識してございますし、私自身は一定程度区分けが出来上がってきました

ので、そのへんはまた職員に示しながら進めてまいりたいなと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 1番 近藤議員。 

 

○1 番（近藤八郎君） できるだけやっていきたいという答弁でございますから、じゃ

あいつやるんだという話はいたしませんけれども、例えば部署によって当時の目玉政策

というかそういったものがありましたけれども、私の印象としては課の名称等について

もなぜか内部組織も含めて屋上屋的な課もあるように私は見受けます。したがって、現

行では課の名称、あるいは業務のボリュームなどはこの際スリム化を図る時期にきてい

るんではないかというふうに思います。いたずらに職員を増やすこともできないでしょ

うし、職員が少ないからといって職員が手を抜くということは町民の方も許さないでし

ょうし、多くしなければ仕事ができないという甘えも絶対許してはくれないと思います

けれども、町長はこの役場のいわゆる世帯主でございますから、職員の士気にも影響す

ることがございますので、現行の 7 課が適切なのかどうか、やはり自らしっかりと検討

していっていただきたいなと、こんなふうに思います。 

 先ほど町長が行政改革にも触れておりましたけども、昨年の 8 月にですね、地方行政

サービス改革の推進に関する留意事項ということで、総務大臣が都道府県知事に通知を

出して、それを管下の市町村長に周知するという内容の通知が出ていることは御承知だ

と思うんですけども、それによりますと職員の定数ですとかそういったものよりもです

ね、民間委託の推進ですとか、指定管理者制度の活用ですとか、あるいはＩＣＴを活用

して窓口、庶務業務の見直し集約化を図ると。これで定員をしっかりとスリム化するん

だというのが国の行革推進の留意事項として総務大臣通知にあります。ですから、行政

改革をあまり意識して捉われますと、町長がやりたいと思うこともできなくなりますの

で、是非先ほどの答弁のように、現実に合った内容で検討していただければと思います。 
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そういうことを加えて最後にこの際申し上げたいんですけども、第 8 次の行革大綱は

本来、平成 27 年度から始まるということで、遡って言えば普通は計画的なものは平成

26年度中にできて、27年度を初年度とするというのが私は一般的でないかというふうに

思ってますが…それは私が思っているだけかもしれませんので…当然策定されているん

ではないかという部分が策定されていないこと、それからさらに遡って総合計画につい

ても然りです。これもいかなる理由があってもですね、行政の継続性から考えるとやっ

ぱり欠落してはいけないというふうに思います。こんなことも考えますと、町長はいろ

いろな町政課題に対して検証や検討を約束しておりますが、通常業務に支障がないよう

に適切な指示を今一度、オーバーワークにならないように職員に指示をしていただけれ

ばということを付け加えておきますけれども、最初に申し上げましたように、行政の継

続性をしっかりと守っていただいて、特に町長は議会議員から町長にもなった人で、ど

ちらにも精通している方ですので、敢えて最後に一言申し上げます。 

例えば、今日の質問、あるいはこの後の質問、今までの質問の中で、町長は随所に検

討する、あるいは検証するという表現で答弁されておりますけれども、当然それは大事

なことだと思います。巷にいう検討するということはノーだということではないと思っ

てますけれども、ある市町村では議会の質問、あるいは委員会等の審議で検討を約束し

た場合、内容がまとまり次第、年に 1 回文書で報告する…当然そのことは町民にも公開

するということを積極的にやっている自治体もあるというふうに聞いておりますが、私

ども議会の一員として検討、あるいは検証するといったことが、それを確かめるのが委

員会審議とこのような一般質問で改めてもう一回しなければならないという矛盾した部

分がございますので、経験者として町長はこの分について、町長になってむしろ積極的

に検討した事項は公開するというような姿勢は持てるか持てないか、最後にお聞かせ願

いまして私の質問は終わりたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 私もようやく 1 年 4 か月経過しまして、議会とまた違った執行

者としてのあり方というのが少しずつ段階を踏んできているところでございます。今、

近藤議員が仰るように、他の議会の中で、その検討すべきという表現を使っていないと

…これは私もそういうのを何回も調べたんですがケースバイケースで、なかなか簡単に

断言して答弁するというのはこれ全てはできないんですね。おそらくその中で確約でき

るものについては強い意志を持って答弁をしていくという、そういう段階をおそらくほ

かの市町村ではやっていることが多くみられます。そういう意味では、自分が立てた公

約というのがございますので、こういうところをしっかり打ち出してですね、しかしや

っぱり研究調査というのはしっかりやっていかなければならないと。ただ、それを検証

するという表現にしてしまうと何か曖昧になってしまうというのが一般的なみられ方だ

ということで感じておりますので、そのへんはしっかり施策や、あるいはまた事務事業

によっては、しっかり確約できる…そういう表現ができることを少しでも進めてまいり

たいなと思います。それには私自身もまだトレーニングが必要なのかなと感じてござい

ますので、さらに御指導いただければ幸いでございます。よろしくお願いします。 
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○議長（木下一己君） これで近藤議員の質問を閉じます。 

 ここで、11時まで暫時休憩といたします。 

 

休 憩  午前１０時５４分 

 

再 開  午前１１時 １分 

 

○議長（木下一己君） 会議を再開いたします。 

 次に、質問番号 2番、3番 斉藤好信 議員。 

 

○3 番（斉藤好信君） それでは質問させていただきます。今回一点目だけここでお話

して、二点目からは自席でお願いします。 

 少子化対策について。下川町においても少子化が進み、今年度は 8 月末現在で出生数

は 9 人となっています。子供を産みたい、育てたい環境、また希望を持てる地域づくり

というのは未来への投資であり、大きな財産と考えます。 

 そこで、町長はこの少子化対策について、町の重要な優先課題と言われますが、今後

どのような取組、施策を考えているのかを伺います。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 答弁を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 斉藤議員の「少子化対策について」の御質問にお答えしたいと

思います。 

少子化につきましては、「晩婚化の進行と未婚率の上昇」、「個人の結婚観と価値観の変

化」、そして「子育てに関する経済的負担の増加」など、様々な要因が挙げられてござい

ますけれども、まずは仕事と家庭を両立できる環境が重要と考えており、そのためには

行政支援のみならず、地域や企業、個人レベルでの子育て支援の意識向上が大切だと考

えてございます。 

こうした中、町では安心して子供を産み、健やかに育てるための各種支援事業を実施

してきているところでございます。 

具体的には、出産までの事業として、不妊治療費の助成、妊婦健診の全回数助成、妊

娠期における不安等を解消し、安心して出産できるように健康相談・訪問・教室等を実

施しているところでございます。 

 また、出産後の支援事業といたしまして、訪問や子育て相談、各種予防接種、乳幼児

健診等の事業をはじめ、子育て期に必要となる様々な経済的負担を緩和するため、2歳

未満の子供一人当たり月額 3,000円を支給、中学生までの医療費を無料化、保育料の負

担軽減などを実施しているところでございます。 

 今後も社会情勢を踏まえながら、新規事業や既存事業の拡充、見直し等を図り、子育

て支援施策の充実について検討してまいります。 
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以上申し上げまして、答弁といたしますので、御理解賜りますようお願い申し上げま

す。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） ただ今、答弁がございましたけども、今、少子高齢化の時代であ

りますけども、この少子化対策というのは全国の自治体の抱える大きな課題であります

が、町長は就任以来、子育て支援の体制とか、誕生や結婚に際して町を挙げてお祝いし

たいという、ある意味意気込みを語られました。そして今答弁で示したとおりですね、

下川町はほかの自治体から比べますとある意味手厚く実施されている事業も確かに多い

わけでございます。例えば、保育料の面ですけども、これは国の感じでは幼児教育の無

償化ということで所得制限ございますけども、第1子の小学校に上がっている上がってい

ないにかかわらずですね、第2子の保育料を半額、それから第3子以降は無償という取組

の中で、下川町はこれにさらに上乗せして行っている事業があります。このような様々

な少子化対策、子育て対策の実施に当たってですね、町としてどのような効果が今現在

現れているかということを伺いたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 答弁を求めます。 

町長。 

 

○町長（谷 一之君） これ数字的にいうと出生数が非常に少なくてですね、昨年も1

年間を通じて13名、そして今年も今…斉藤議員が仰るように8月で9名です。6月までは2

人だけという大変出生数の少ないものがございまして、数字だけみると今までこういう

制度設計が効果を現していないんじゃないかとみられがちでありますけども、ただその

へんは今後のいろいろ幸福度指数とか、満足度指数にも反映してくると思うんですけれ

ども、やはり住民の方々がこういうような制度によって非常に快適な子育てができてい

るという、そういうところを引き出せるようなそういう成果をしっかり摑んでまいりた

いなと思っている次第であります。 

 また、都市部などに比較しますと、今は待機児童などがまだまだ多い地域があるよう

でございまして、そういう意味では施設として町内は非常に恵まれている環境にあるん

ではないかと、このように感じております。成果、効果については、明確な回答になっ

てございませんけれども、一応数字ではなかなか厳しいものがありますが、ただ住民満

足度としては今後の調査にもよりますけども高いものがあるんではないかと自負してい

るところでございます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） 国も今年度から1億総活躍社会という実現を目指して、出生率を

1.39から1.80を目標にですね…これは希望出生率ですけども1.8を掲げて、子育て支援の

充実に向けた実施すべき対策を示したところでありますけども、この希望出生率という
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のは、安定出生率というのは2.0ですけども、この1.39から1.8…これですね2005年…約

10年ぐらい前に1.26まで出生率が下がった。そしてこの10年余りで1.39までに回復した

という、これはどういうような要因があるかというと、全国の自治体が独自の子育て支

援、それから少子化対策の様々な事業を実施されたという成果が徐々に現れてきたとい

う背景があると思います。 

 一つのアンケートというか調査の中に、若い人の結婚と出産に対する価値観が変化し

てきた。これは例えば、国の出産費用ですけど、これは確か42万円だと思います。こう

いうことも含めて結婚し出産する様々な経済的軽減がされてきたというものがあった中

で若者の意識が変化してきた。それと先ほど言った市町村の独自の施策も段々実行率が

上がってきたというふうに思います。 

 今、市町村が独自で行っている施策、それから実行率の大きく伸びているものに、下

川町で行っているものも重なりますが、一つは妊産婦検診や乳幼児の検診、この検診率

ですね、これが6割から75％ですから1割5分ぐらい上がってくる。それから不妊治療の経

済的支援、これも15％から44％に伸びている。それから医療費の助成、これは58％から

81％まで伸びた。それと先ほど述べました保育料の軽減措置、これも65％から80％まで

に伸びた。 

 このような様々な地方においてのいろんな事業を行っているわけなんですけども、地

方においては下川町も含めて人口減少というものがなかなか歯止めがかからない。一つ

は若年層の流出ですね。先ほど近藤議員の中の答弁にありましたけども、下川商業高校

も20人ぐらいの卒業生に対して5人ぐらいしか残らない、後は進学または就職で町を離れ

ていく。それと雇用環境の悪化と地域経済の停滞ということで所得が上がらない、低所

得者の世帯が増えるという大多数の自治体においてそういう面が絡み合って少子化とい

うのは進行しているというのが現実であります。 

 一方でこれらの施策、事業が、子育て世帯またはこれから結婚を考えている若者にと

っては生活の大きな後押しになっていると思うんですが、この点町長はいかがでしょう

か。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 出生率の問題というのは日本の大きな命題になっているんでは

ないかと思っています。 

 特に北海道内において、小規模市町村というのは非常に多くてですね、今10,000人未

満の人口の町というのが122ございます。さらに5,000人未満の町というのが74ございま

す。 

 下川町も今3,400人を切りまして、大変死亡者が多く出生者が少ないということで、自

然増減が非常に厳しいものがあります。一方で社会増減については、先ほどからいろい

ろと議論している中にもございますが、新しい施策を取り組んでいきながら、そして産

業振興や雇用の場を作っていくという、そういう中で様々な展開がされ、社会増減につ

いては維持若しくは増に若干でもなっているというところが現状であるんではないかな

と思ってございます。 
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その中で、下川町は働く場が一定程度小規模ながらも多くありますので、夫婦で共働

きをしている方々が非常に多くなっております。役場だけみましても、先ほど職員数の

話をさせていただきましたけども、臨時・パートを入れると合わせて正職員、準職員で

320名に及ぶと。いわゆる下川の人口の1割、あるいはまた労働人口からいくともっと多

くなるという割合になってくるわけであります。そういう意味では、お母さん方が働く

場に出て行って、なかなか二人目、三人目を出生する機会に恵まれてこないというのは

あるんではないかと。ただその一方で、条件整備はしっかりやっていきたい。それが施

設であったり、あるいはまた補助制度であったり、さらに就学後の児童クラブや図書室、

こういうところも施設環境をしっかり整備していきながら、お父さんやお母さんが働き

やすい、そういう環境づくりというのが下川町一定程度出来上がってきているんではな

いかと思っています。 

また、子育てに対する一人当たりの金額も下川町はかなりほかの町から比べると高い

ものがあるだろうと考えております。そういうことをまた一つ一つ進めながら、出生数

を一人でも多くしていけるそういう制度設計も今後はいろいろと研究しながら進めてま

いりたいなと思ってございますので御理解をいただければと思います。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） 今、町長の答弁あったとおりですね、町長ももちろんそうですが、

各自治体の首長あたりはいろんなお考えをもってこの少子化対策に向けて取組を行って

いると思います。 

 そこでですね、地方自治体がこの少子化対策として今後の目標に挙げられている…三

つぐらいあるんですが、一つは子供の健やかな育ちの支援、これが全国の自治体で9割に

上っています。それから安全安心に子育てできる地域環境整備というのが8割。それから

三番目としては親族…親兄弟、それから近隣による子育ての助け合いというのが次世代

の育成支援に繋がっていくということで、この三つの目標が今、示されているんですね。 

ただ、少子化対策というのは、今、町長の答弁あったとおり、そこの地域の雇用、そ

れから住宅、医療、それから子育て支援という大きく分けて四つの支援がかみ合っては

じめて町民から評価される効果が出てくるんじゃないかと思うんですね。そこで何点か

に絞って伺いたいと思います。 

 一番目は、結婚に対しての価値観というのは、私たちの時代と今の時代というのは変

わっているんでしょうけども、一概にはいえませんけども一つですね、経済的な理由で

結婚に踏み切れない若い方に対して後押しできるような施策というのは何かお考えがあ

ったら伺いたいと思います。私は、出産祝い金とかありますけども、仮称ですけども…

結婚準備金という何かそのような助成制度があったら一つの後押しになるんじゃないか

というふうに思うんですね。今は昔と違って大きな結婚式を挙げたりそんなことはして

いない傾向がありますけども、それでもある意味、若い…親に頼ることができなくて自

分たちでそういうものが用意できない方に対して、一つの後押しになるものがあったら

いいなというふうに実は思っているわけなんです。そのへんを町長からお考えを伺いた

いと思います。 
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○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 理解はできますけども、なかなか結婚に向けて準備する方に支

援をしていくというのは非常に判断が難しいところがあるんではないかなと思います。 

結果としてなかなかいつまでもずるずるとできないと、そういう方に支援していくの

かという話も出てくる可能性がありますので、なかなかそこは一概に後押しするという

のはまた難しいところではないかなと思っています。そのへんは逆にですね、企業とか

あるいはまた家族というところがしっかりとサポートしていくということが大事なんで

はないかなと思ってございますので、御理解をいただければと思っています。 

 また、結婚の価値観については、時代と共にいろいろ変わってきておりますし、年齢

もどんどん上がって、また結婚しない方々も増えているということで、日本社会のいろ

んな潮流が変わってきているなという感じはしてございますので、そのへんはやっぱり

しっかりと見極めながら、ただ全体的にいろいろ若い人達が働きやすい環境、生活しや

すい環境というのは、高齢者や児童ばかりではなくてそういうようなところはやっぱり

つくっていく必要があるんではないかなと思ってございます。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） ちょっと付け加えておきますけども、ずるずるというか…そうい

うんじゃなくて、ある意味、婚姻届とかきちんとしたものになった時点で支援するとい

うかたちがいいんじゃないかと思うんですが。 

 次にですね、家庭の中で…子育て支援施策の中で実施率が高いものがあるんですね。 

これは何かというと、子育ての方法や育児不安解消の相談事業というのが、これがこ

こ何年かで増えてきているわけなんです。地方というより都会の方がこの事業が多いわ

けなんですが、子育ての中で下川町においては、例えば仕事の関係…転居された方とか、

私も実は民間にいるとき、遠く岩見沢とか遠い地方から来られた方がおりました。また、

小さいお子さんがいたり、幼児の方を抱えている方がいた中で、当然下川町に来て、親

族とか友人もいないわけですね。その中の子育ての中で、いろんな悩みがあったときは

当然実家に電話したりいろいろするわけなんでしょうが、そういう一人で悩みを抱えこ

むことがないような、気軽に相談できるような場、当然現在は包括なんかの保健師あた

りがそういうことの対応に当たっていると思いますけども、私が考える相談員というか

そういう方は、子育て経験がひと段落した、そういうキャリアをもったベテランの方が

配置されていればいいんじゃないかなと思うんですね。それはなぜかというとですね、

そういう若い方の悩みというのは育児だけじゃなくて、家庭全般にわたることも経験上

考えられるわけなんですね。そういう方のために、こういう場を設けてはいかがかなと

いう提案なんですが、この点いかがでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 
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○町長（谷 一之君） 大変素晴らしい意見だと思います。ただそこで、今の現状の包

括支援センターが機能として一定程度どういうふうになっているかというのは少し研究

していく…成果もみてみなければならないんではないかと思っております。 

また、新しく支援員の方を採用して設置するということになりますと、また費用面等

もかかってまいりますので、それが常設でやるのがいいのかとか、臨時でやるのがいい

のかとか、いろいろケースバイケースを考えながらやっていく必要もあるんじゃないか。 

それから、果たして本当にニーズとしてどの程度年間あるのかと、そういうようなの

もアンケートを実施しながらとかそういう方法もあるのではないかと。 

いずれにいたしましても、現状での組織の中でそれが可能かどうかというのは、もう

一度見つめ直す必要があると考えてますので、そのへんは指示してまいりたいと思いま

すのでよろしくお願いします。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） 先ほど私が示した中に、少子化対策の目標で話しましたけども、

親族それから近隣による子育ての助け合いは、次世代の育成の支援に繋がると先ほど言

いましたけども、これも含めて…ちょっと逆な方向でいくと災害なんかもやっぱり近隣

の助け合いが必要です。と同時にやっぱり育児の方も近隣による、それから地域にそう

いう場があればどれほど…先ほど町長ニーズと言いましたけども、悩みのニーズを聞く

ということは非常に難しいことで、僕は経験上そういう方も多いんではないかなという

ふうに…また親・兄弟がいても、親族に相談するより他人に話した方が解決する場合も

あるし、そういう場が常時配備されているんじゃなくて、ある程度決まった何週の何曜

日にはこの場所に行けばそういう方がいらっしゃるという、相談できるという…相談も

あるでしょうし家庭のいろんなことで愚痴とかそういう面も確かにストレスの面もある

と思いますけども、そういうものも含めてそういう場があったらいいんじゃないかとい

う提案でした。 

 それでもう一つはですね、特に小さい子供、乳幼児のおられる若い世代、子育て世代

の方が、例えば一週間に何日ということもないんですが買い物とか用事足しなどをした

い場合、一時的に1時間、2時間という一定時間、子供を預かってもらえるようなシステ

ムがあったらいいんじゃないかなと思うんですが、このような取組というのは今は下川

町では行われていますか。お伺いします。 

 

○議長（木下一己君） 保健福祉課長。 

 

○保健福祉課長（栗原一清君） 一時的な預かりといたしましては、幼児センターの方

で、お父さん、お母さんの冠婚葬祭とか、一時的なお出掛けのときに、一時保育という

かたちでお預かりしているようなことをしております。 

 また、先ほど斉藤議員が仰られてた、子育ての相談だとか、そういう不安感があると

か、幼児センターにまだ預けられていないお子さんがおられる世帯の方が集うような場

があればいいと仰っておりました。それについては、子育て支援事業の中で、幼児セン
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ターの中にそれぞれ子育て相談ができるような…一般開放ですね、こんにちは広場だと

か、あそびの広場、きらきら、0歳児のあそび場ぴよぴよなど、そういうものを開催して

おりますので、その中で若いお母さん方の子育ての不安の解消だとか、そこにはボラン

ティアで子育て経験のあるお母様方が来ていただく場合もありますので、その中で相談

をしていただいているのかなと思っています。これが大きな子育ての場ではないんです

けども、幼児センターの一部の開放事業の中で行っていることを付け足しさせていただ

きました。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） 今、担当課長からお話ありました、一定時間預かる…冠婚葬祭と

か言われましたけども、もっと狭まったような縛りというのがあってですね、なかなか

気楽に…問題点がないといったら問題点はありますけども、そこは信頼して、もう少し

…葬式とか結婚とかそういう主要行事だけでなくて、もう少し気楽に…銀行とか買い物

とかそういう面も含めて広くして受け入れるようなものというのはお考えかどうかを伺

います。 

 

○議長（木下一己君） 保健福祉課長。 

 

○保健福祉課長（栗原一清君） 説明が足りませんでした。冠婚葬祭などのほかにはで

すね、そういう一人でちょっとお出掛けするときも含まれています。もちろん美容室に

いかれるとかそういう関係だとか、ちょっと子供を連れていかれないところもございま

す。そのときには一時保育のお預かりということで、幼児センターが開所している時間

内になりますけどもお預かりしているようなかたちで行っておりますので御理解いただ

きたいと思います。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） ありがとうございました。続いて、この子育て世代の経済的負担

の軽減で、先ほど示したとおり、経済的負担の軽減で大きな効果が出ている事業が、各

市町村で取り組んでいる医療費の助成であります。この子育て支援策の充実を図ってい

る大きな役割を果たしていると。そしてこれはですね、先ほど述べた自治体の目標であ

る、子供の健やかな育ちの支援、そして安全安心に子育てできる地域環境整備に繋がる

施策であるというふうに思っています。 

 下川町においても、25年度から乳幼児の医療費の扶助を中学校3年まで給付しています

が、これは子供の健やかな成長を保障するという面、また子育て世代への支援という面

で本当に心強い施策だというふうに私も思っております。 

 私はこれまでも何度か医療費の扶助の拡充を求めてまいりました。これは今まで二回

ほど質問したので、いろんな角度でお話してきましたけども、これは冒頭申した厚労省

の国民生活基礎調査に出た結果なんです。つまり児童のいる世帯では、まだまだ約7割の
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方が生活が苦しい、これが実は現実なんですね。この割合というのは、高齢者の世帯の

割合よりも実は高いわけなんです。高齢者の方が生活が苦しいという割合よりも子育て

世代の方の苦しいという割合の方が実は高いんですね。 

 そこで角度を変えてちょっと聞きたいんですが、高校生にかかる学費、それから教育

費の費用ですね、もし把握していらっしゃいましたら伺いたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 教育長。 

 

○教育長（松野尾道雄君） 高校に関わる経費なんですけれども、現在、公立高校につ

きましては授業料が無償化になっております。また私学についても公立学校相当の授業

料額については免除というようなかたちになっております。下川町の実態でお話をしま

すと、下川商業高校につきましては、入口支援、在学中の支援等々の関係については、

細部の説明を省略させていただきますが、経費が掛からないような状況になっておりま

す。また、例えば本町から名寄に通学する高校生を想定した場合については、授業料は

免除になっておりますが、入学時の準備金であるとか、それから通学の経費、私が承知

しているのは大体名寄まで通学して年間8万円要しております。逆に名寄から下川商業高

校に来ているのは半額助成というような状況になっております。高校生をもつ世帯の経

済的な負担の関係でございますが、下川中学校の方の状況をちょっと確認しております

ので参考までに申し上げますが、高校進学についての奨学金制度、多種多様なものが存

在しております。償還を伴うもの、あるいは給付型のもの含めてでございますけれども、

下川中学校内においては何年かに一人ぐらいの申し込み希望があるというような程度で

ございまして、実際にはあまり活用がされていないというのが下川中学校から高校進学

する場合の現状でございます。以上でございます。 

 

○議長（木下一己君） 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） ありがとうございました。今、教育長から答弁がありましたとお

り、2010年から高校授業料の無償化制度というものが導入されて、概算ですけども年間

授業料というのは11万8,800円ぐらい無料になったと。それを含めてもですね、教育長の

答弁があったとおり、地元の高校に通うのと町外に出る高校生の経費というのは当然違

ってまいりますけども、この違う面というのはですね、通学の関係のバス代、汽車代が

変わるだけで、後は例えば当然高校1年に入る時は入学のための準備をするのでもろもろ

経費は高くなりますけども、大体年間、授業料を抜いても、例えば修学旅行の積立金と

か、それから遠足とか見学費などを含めると年間3万2,000円程度。それから学校の納付

金というのがありますよね、これが大体4万6,000円。それから図書、本とか学用品、そ

れから実習材料というのがこれがちょっとかかりますよね、これを含めて大体3万6,000

円程度。それから教科外活動費というのが3万7,000円ぐらいかかります。そのほか教科

外に入りますけども、部活をやっている子供がジャージとか諸々の用具などを自分で揃

えなくちゃならない面もあるんで、もう少し高くなりますが、これを含めてもざっと15

万円程度かかるわけなんですね。これにですね、経済的に余裕のある家庭ではこのほか
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に学習塾とか、それから家庭教師を頼んだり、そういう家庭内学習の費用が出せる方も

いらっしゃるでしょうが、所得が低い世帯ではなかなか学習塾にも通わすことは厳しい

でしょう。それが今現実なわけなんですね。それから、今ですねほとんど所持している

…高校生なら持っている携帯電話、スマートフォンとかそういうものに対しての通信費

用なども当然かかってきます。また、少なくてもお小遣いをいくらか渡さなくてはなら

ない。そういう面で、やはり高校生をもっている家庭というのは本当にある意味家計と

いうのが圧迫されていることは明らかなことだと思うんですね。 

 ここで、やっぱり子育て世代の親にとって医療費の助成というものがあれば当然安心

感…その分をほかのものに…子供のために参考書の一冊、それからそんなに高くなくて

も学習塾に通わせて、ある程度学力を上げてですね、そして将来進学なり、それから専

門的知識を求めた専門学校なり行く方も希望が持てるんじゃないかというふうに思うわ

けなんですね。この子育て世代の経済的負担の軽減、そして安心して希望する子供をも

てる地域、そういうまちづくりのためにも、是非高校生までの医療費の無償化に向けた

取組を是非求めたいと思います。この財政的負担という面だけを考えていくんではなく

て、こういう子育て支援というのはですね、町にとっても未来に対する投資でもあるし

必ず町の力になるという確信をしているわけなんですね。そういう意味を含めてですね、

再度、高校生までの医療費の拡充を求めたいと思いますが、町長の見解を伺います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 何度も…一般質問の中でも昨年からいただいてるところでござ

いますけども、これについては現段階ではちょっと考えていないところでございます。 

近隣の市町村で道内でもやっているところは既にございますけれども、高校について

は優先すべきものを今しっかりとやっていかなければならないということで進めて、今

年からも少し支援を増額したところがございます。この高校の医療費問題につきまして

も、地元から通っている子、そして町外から通っている子と、こういうところも温度差

がちょっと出てきてしまうという問題もございますし、また一定程度、今の人数で考え

ていきますと、おそらく毎年その医療費支援だけで300万円を超えるんではないかという

ことで考えています。いずれにしても、こういうような課題をどういう場で議論してい

ったらいいのかというのを、もう少しそれについては検討してまいりたいと思いますけ

れども、例えば福祉の審議会ですとか、総合計画の部会ですとか、あるいはまた高校の

ＰＴＡの皆さんですとか、こういうところに一応尋ねていくという方法もあるんではな

いかと考えてございます。 

いずれにしてもこの財源というのは限りがございますので、そういう相当数金額が大

きくなるというものについては簡単に踏み切れないというところもございますので、御

理解をいただければと思っております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） 去年はじめて6月にこの高校生の医療費のことに対して質問した
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わけなんですけども、その時の答弁から比べるとこの1年半でずっと後退したような答弁

ですけども、財源のこと今言われました。私もいろんな町はどういう財源を使っている

かというと…過疎債を使ってやっているところが実は多いわけなんですけども、一つ例

を出しますと、奈井江町は2年前から高校生の医療費の無料に取り組みました。どのぐら

いの経費が掛かったかというと、奈井江町はひとり親の子供も含めて約151人の高校生が

いらっしゃいます。それで26年度が170万円…大体ですね。それから27年度が192万円。 

これに若干ひとり親の26年度と27年度の11万円と17万円を足した額が、これが実際に

掛かった経費であります。これは本当に先ほど言いましたけれども、ほかの町がどうの

こうのじゃなくて、自分の町の子供たちのためにどういう子育て支援ができるのかとい

う、そこを本当に考えていただいて、再度検討をいただきたいと思いますがいかがです

か。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 福祉審議会等でですね、一回こういう議論もまな板に上げてみ

たいなと思っておりますので、そのへんは指示をしてまいりたいなと思います。よろし

くお願いします。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3番（斉藤好信君） それではよろしくお願いいたします。 

 次に、水害対策における設備の改善についてということで、今回、先ほど同僚議員か

らのお話もあって、またいろんな答弁を聞きましたけれども、本当にこの8月は三度の台

風に襲われてですね、下川町でも被害を被ったわけなんですけども、そのとき職員の方

が本当に一生懸命、昼夜にわたって尽力されたことにここで感謝を申し上げたいと思い

ます。それと、今回特に上川南部、それから十勝地方で甚大な被害をもたらしました。 

改めてそこの地方の方にお見舞いを申し上げるとともに、一日も早い復旧、復興を願

いたいと思います。 

 今回、実は私ですね、大雨のときにいろんな現場をみてきたところでありますけども、

近年この大雨、それからゲリラ豪雨というものに対して、既存の設備では想定を超えた

浸水、増水に対処できていないのではないかということを感じたわけなんですね。 

 それで来年ということではなくて、やはり危険箇所、今回特に職員の方はいろんな地

域へ行って実情を見たと思いますけども、そういうものを含めて緊急に点検して、そし

てここは今直さないと、また10月にあったときにそこがまたやってしまうと、その改善

すべき対策をやるべきではないかというふうに思っているんですね。 

 それから先ほどの近藤議員の中の答弁にもあったので、このへんはあれですけども、

地元の方の話をよく聞いて、増水がきたときにはここはどういうふうになるかという、

細かいところを聞きながら整備というか設備というのは施工していったほうが良いと思

うんですが、町長の考えを伺いたいと思います。 
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○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 斉藤議員の「水害対策における設備の改善について」の御質問

にお答えしたいと思います。 

先月、北海道を襲った台風等による大雨は、北海道内に甚大な被害をもたらしたとこ

ろでございますけれども、本町におきましても、農地の浸水、町道及び林道における路

肩崩落、側溝の閉塞などによる被害が、また、河川においても増水による河岸洗掘など

の被害が発生したところであります。 

農地の水害対策につきましては、平成 26年 8月の大雨による甚大な被害以降、農地等

自然災害防止調査委託業務を実施し、8か所の整備が必要との調査結果を受け、本年度

は 2か所の整備を実施しているところであります。 

その他の整備箇所につきましては、年次ごとに可能なところから整備を行い、今後実

施する農業農村整備事業におきましても、排水処理等を検討してまいりたいと思います。 

町道、林道、道路側溝及び河川につきましては、通常、巡回による点検を実施してお

りますけれども、台風等による大雨発生時には緊急的に巡回を行い、道路通行の確保や

道路側溝の流路について点検を行い、特に危険な箇所については優先して改良・補修事

業を行うことにより、想定を超える浸水、増水に対処できるよう取り組んでいるところ

でございます。 

今回の被災箇所については、8 月 23 日に担当職員とともに、私も全町を回りまして、

被災の状況を確認したところでございまして、今後、被災が予想される箇所、設備等に

ついては、随時改善を図っていく所存でございます。 

また、9 月 1 日から 6 日まで 4 回にわたって町民懇談会を開催いたしましたけども、

町民の皆様から大雨に関する被害や避難についての御意見をいただきましたので、皆様

の防災に関する意識の高まりを認識した次第でございます。 

今後におきましても、公区要望による地域実情の把握をはじめ、公区長や役員、地域

の皆様との連携を図り、想定を超えるような大雨や災害などに対応ができるよう万全を

期してまいります。 

以上申し上げまして、答弁とさせていただきます。以上です。 

  

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3 番（斉藤好信君） 重複しますのでちょっと省きますけども、絞って伺いますけど

も、この設備ですね、大まかにいうといろんなのありますけども、私はこの 20日の一番

酷い大雨があった時にですね、一番傾斜がきついところはどこかなというふうに思った

ときに、渓和の…坂が多いところですね、ここは当然水の流れも速いし、そういう面で

は増水とか浸水の面がいち早く出てしまう…現れる。そういう意味で行ってきたわけな

んですけども、桝があってそこに流れてきたやつが一旦溜まって、そこからトラフまた

はＵ字溝から出ていくわけなんですが、そこの円形のドラムみたいなやつが…それから

出るところが…そこはＵ字溝でありましたけども、当然丸い土管から出る水量よりもＵ

字溝で阻まれて、そこに流れてきた石とかが全部入ってしまってまったく用を足してい
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ない。当然その前の方から水が溢れて道路を横断して流れていく。当然川に下りるとこ

ろの法面が崩れていく。こういう状況もみさせていただきました。当然ですが職員の数

も少ないんで、そういう一番大変な時に現場現場に行くのは難しいでしょうけども、そ

ういうのは特にそこに住んでいる住民の方がよく分かっておりますので、そのへんの話

もちゃんと伺ってですね、せっかく税金を使っていろんな工事をするわけなんですが、

是非有効な工事をやっていただきたいと思います。 

 また、道路にわたっているグレーチング…これもですねいろいろ聞いたら、当然道路

と並行につくるんでなくて若干斜めにした方が水の流れは抵抗がなくて流れると、こう

いう話は今始まったことではなくて、何度もあったらしいんですけども、なかなかそれ

が伝わらない。そういうのも含めてですね、是非改善できるものは改善していただきた

いと思います。 

 それから当然、設備をされてから年月も経って、このインフラの老朽化というのは進

んでいるところもあると思いますので、その老朽化対策も今後必要になってくるんでは

ないかと思います。 

 それから先ほど言った渓和もそうですけども、道路の側にある側溝、Ｕ字溝が配備さ

れております。またトラフもあるところもあると思いますけども、そこが用を足してい

ないわけなんですね。中に泥とか砂が約 3 分の 2 ぐらい入っていて、表面の 3 分の 1 し

か水が流れない。そういうことが起きるとどういうことになるかというと、それがやは

り溢れて、せっかく舗装している面の中に入ってしまって舗装が崩れる。当然そこを直

すとなるとまた大きなお金が掛かるわけですね。そうじゃなくてやはりメンテナンスと

いうか道路の側溝もきちっと草を刈って、その側溝が用を足すようにするのがこれは当

然だというふうに思うんですね。そういうのも含めて先ほど述べたとおりですね、一回

一斉点検をして、大雨がきてまた壊れてからどうのこうのではなくて、事前に改善でき

るところは改善していくべきだというふうに思うんですが、町長いかがですか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 斉藤議員の言うとおりでございまして、今回の大雨による被害

については、パトロールを実施し、そしてまた地元からの聞き取り、さらに今後は公区

要望にも挙がってくるんではないかと考えています。そういう意味では、優先順位をつ

けて、まずは被災を受けたところの改修を行っていって、その後全体的な小規模改修、

大規模改修、そして新設が必要なところと、こういうのを全町的に網を掛けながらです

ね順次進めてまいりたいと思っております。補足については建設水道課長の方で答弁い

たしますので、お願いいたします。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 建設水道課長。 

 

○建設水道課長（杉之下正樹君） 今回の災害につきましては、町内全域で 40か所程度

ですけど、そのうち今、渓和の部分で仰った件なんですが、渓和という地域につきまし

ては山ということでほとんど道路が傾斜がかかっております。特に場所場所によってそ
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の状況というのは相当変わってきますけども、渓和の場合ですと草地から流れる水が雨

によっては相当量がまとまって流れる。また、土質的に転石関係も一緒に水の力によっ

て流されてきて詰まるというケースが非常に多い場所でございます。今回、渓和におき

ましては、7 か所確認をしております。議員仰られたように普段のパトロールによる側

溝等の清掃、それらを十分今後とも行っていくとともにですね、それらの水が分流…そ

こまでいく中でほかに分けて水力が弱めることができないかどうかというのを今検討し

ている最中でございます。1 か所工事をしている中で、それが完了間際のところでまた

そこが今回の雨で傷んだというところも、草地の水がきて転石が側溝を塞いだというケ

ースが確認されております。今後についても、その水の勢いを抑えるということと、普

段のパトロールによる常時の点検ということ、そういうのを担当課として進めていきた

いと思います。よろしくお願いします。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3 番（斉藤好信君） 今、設備されている桝とかですね、これ当然予想された水量と

か容量が想定外だったと、これからそれも含めてですね点検して、例えば桝を大きくす

るとかそういうのを含めて改善していくということでよろしいですか。 

 

○議長（木下一己君） 建設水道課長。 

 

○建設水道課長（杉之下正樹君） 場所によってその状況等が変わってきている確認は

しております。そこの水が今後とも同じ状況にならないようなかたちを考えた上で工事

を進めていきたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3 番（斉藤好信君） 正確じゃありませんけども、今回一の橋の方で土砂災害の…指

定されたというふうに聞きましたけれども、前回防災の方で私が質問した災害予防計画、

その中に地すべり、崖崩れ等の危険区域これは 14 か所、それから土石流危険流域が 62

か所という計画書に書いてありましたけども、これ前回質問しましたけれども、この点

に関しても起きる前に…前回も質問の中で道または開発局に要請または協議をするかど

うかという点をお聞きしましたけれども、改めてこういう面も含めて道または開発局と

きちっと要請するところは要請する、それから協議して改善してもらうところは改善し

てもらうというですね、これは全道的にそうですけども、特に早め早めにこういうこと

はしていくべきだというふうに思いますがいかがでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） まず土砂災害の指定へ向けた設定の協議ですけども、これにつ

いては税務住民課長の方から補足していただきたいと思います。また、関係する機関、
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国や道についてはですね、過日も減災委員会というのが名寄市で開かれて、広域による

打ち合わせがされたんですけども、そういう中にも下川町としての考え方を申し入れし

たり、今後はそういう被災箇所また被災を受けることが考えられる箇所等については、

しっかり要望、要請をしてまいりたいなということで考えている次第であります。以上

です。 

 

○議長（木下一己君） 税務住民課長。 

 

○税務住民課長（長岡哲郎君） 土砂災害の警戒区域につきましては、先般 9 月 6 日に

一の橋の町民懇談会を開催したときに、北海道から、今回一の橋地区について土石流の

心配があると、南側の沢 3 つですけども、それの指定をしていきたいということで、住

民の皆さんの御意見を伺いながら今後指定にしていくと。土砂災害の被害が予測される、

そして住民の皆さんにひどく影響がある地域としては、今、五味温泉の前の傾斜と一の

橋の地区が該当になるかというふうに考えておりまして、そういった指定が今、道の方

から指定されるということになっておりますので、随時周知をしていきたいなというふ

うに思います。 

 それと災害の減災、防災について、今回もそうでしたけれども、国土交通省の専門家

と北海道の専門家、土砂災害に係る設計等々の専門家を 8 月 20 日、21 日にお呼びして

…リエゾンといいますけれどもお呼びして御意見を伺って、下川町においてはどうでし

ょうかというところを現地も見ていただきながら確認をしております。 

 また、早々に排水が必要な箇所について、我々の持っている排水では処置が間に合わ

ないということで、開発局の大型の排水ポンプ車を要請したりしまして、できるだけ各

関係機関に連携強化を協力していただきながら対処してまいりました。今後についても

連携を強化して対応してまいりたいと思っております。 

 

○議長（木下一己君） 3番 斉藤議員。 

 

○3 番（斉藤好信君） 最後にですね、町長に申し上げたいと思いますが、やっぱり町

民から評価される施策をやっていくべきだというふうに思うわけなんですね。なかなか

評価もいろいろあると思いますが、この点も踏まえて答弁いりませんけども是非お願い

したいと思います。時間を超過して申し訳ありません。以上です。 

 

○議長（木下一己君） これで斉藤議員の質問を閉じます。 

 ここで、13時 15分まで休憩いたします。 

 

休 憩  午後 ０時 ３分 

 

再 開  午後 １時１３分 

 

○議長（木下一己君） 休憩を解き、会議を再開いたします。 
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 次に、質問番号 3番、4番 奈須憲一郎 議員。 

 

○4番（奈須憲一郎君） それでは一問一答方式により一般質問を行います。 

 政策効果の高い子育て支援の拡充についてです。 

「経済成長率を増やすためには、保育サービスを中心とする子育て支援を充実させる

のが最も効果的である」。これは日本・欧米を含むＯＥＣＤ（経済開発機構）諸国の政策

効果を統計的に分析した結果、そうした答えが導き出されました。これは本年 6月 25日

発行の柴田悠著、「子育て支援が日本を救う 政策効果の統計分析」を参考にしたもので

す。 

 これによりますと、子育て支援、特に保育サービスを増やすことにより女性の労働力

率が増える。そして女性労働力率が増えると労働生産性成長率が増える。すると経済成

長率及び財政余裕が増える。こうした傾向が偶然では説明しがたい優位な差として傾向

としてみられたということです。結果、経済成長率、財政余裕が生まれれば、様々な施

策にまた反映できる。こうした好循環が生まれる。その一番最初の政策として保育サー

ビスを中心とする子育て支援が最も効果的である。こうした分析がなされました。これ

は国レベルのものですが、基礎自治体にも応用できるはずです。 

 そこで、町長に次の点について質問します。 

一、町の全予算に占める高齢者福祉と子育て支援の割合は、それぞれどの程度か。 

二、これからの下川にとってプラス効果が最も大きいと期待できる政策として「保育

サービスを中心とした子育て支援」を位置付けてはどうか。 

三、優先順位の高い政策を実行する財源と労力を確保するため、継続より廃止の視点

で全事業を見直してはどうか。 

四、保育サービスを中心とした子育て支援について、そのうちの一つ、あらゆる分野

で人材不足の中、子育て支援の拡充には高齢者の活躍が不可欠ではないか。その活躍を

促すための学習の機会が必要ではないか。 

二点目、名寄市のファミリー・サポート・センター事業、病後児保育事業について、

どのように考えるか。 

三点目、ニーズがありながら導入が進まない病児・病後児保育事業については、地域

おこし協力隊などの制度を活用しながら、専門的な知見を有する人材や組織の協力の下

で、地域の実情に合った事業のあり方を検討してはどうか。 

以上について町長の見解を伺います。 

 

○議長（木下一己君） 答弁を求めます。 

町長。 

 

○町長（谷 一之君） 奈須議員の「政策効果の高い子育て支援の拡充について」の御

質問にお答えしたいと思います。 

御案内のとおり、少子高齢化が進む中で社会の活力を維持していくためには、一人一

人がその個性に応じた多様な能力を発揮できる社会の構築が不可欠であります。 

特に国では女性の活躍推進のために、仕事と子育てを両立できる環境の整備を促進し
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ているところでございます。 

本町におきましても、幼保一元化による保育環境の充実をはじめ、様々な子育て支援

を実施しております。 

まず、御質問の一点目「町の全予算に占める高齢者福祉と子育て支援の割合」につい

てでありますが、今年度一般会計当初予算に占める高齢者支援に要する経費は約1億400

万円で、一般会計予算の約1.8％を占めております。 

 また、小学生未満の子育て支援に要する経費は約3,500万円で、一般会計予算の約0.6％

を占めております。 

いずれも国民皆保険制度に関する繰出金や、国が全国一律で実施する給付金等に関す 

る経費は除いているところであります。 

次に、御質問の二点目「保育サービスを中心とした子育て支援を優位な政策として位

置付けること」についてでありますが、本町では既に幼児センターにおいて、0歳児から

就学前の子供の保育を実施しており、保護者の都合等によりやむを得ない場合は一時保

育や延長保育も実施しているところです。 

保育料につきましても、国の基準額から約6割の軽減を図っており、既に充実した保育

環境を有していると考えておりますが、社会情勢に応じて保育環境の更なる充実を図っ

てまいりたいと思います。 

三点目の「スクラップ・アンド・ビルドの視点による全事業の見直し」についてであ

りますが、御案内のとおり、本年度の予算編成時にもスクラップ・アンド・ビルドを進

めるよう指示したところでありますが、福祉施策においては、子供から高齢者まで様々

な関係者や対象者がいることから、各事業の経緯経過を踏まえながら、関係者等との調

整を図り、効果的な施策を実施してまいりたいと思います。 

 四点目の「保育サービスを中心とした子育て支援」についてでありますが、「子育て

支援の拡充に向けた高齢者の活躍を促すための学習の機会」については、既に介護予防

ボランティアが幼児センターや児童室において見守りや相談相手として活動していると

ころであり、今後さらに活動が増えるよう、学習の機会等を検討してまいりたいと思い

ます。 

また、「名寄市のファミリー・サポート・センター事業、病後児保育事業」について

でありますが、ファミリー・サポート・センター事業については、登録した市民が互助

精神に基づき、一時的な預かりや送迎等を実施する仕組みであり、病後児保育事業につ

いては、名寄市内の認定こども園において病気の回復期の子供を保育する事業であると

認識しているところです。 

 いずれにつきましても、本町の保育サービス充実に向けて大変参考となる事例である

ことから、今後も連携を図り、情報交換等を進めてまいりたいと思います。 

こうしたことから、「病児・病後児保育事業」については、今後、地域おこし協力隊

の活用や専門家の招聘等も視野に入れながら、本町に合った仕組みの検討を進めてまい

ります。 

 以上申し上げまして、答弁といたしますので、御理解賜りますようお願い申し上げま

す。以上です。 
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○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4番（奈須憲一郎君） それではいくつかの点について再質問を行いたいと思います。 

 まず、町の全予算に占める高齢者福祉と子育て支援の割合についてお答えいただきま

した。これについては何を含めるかというようなこともあって、いろいろな計算の仕方

があろうかとは思います。ただ、ここで町長の見解をお伺いしたかったのは、世代間格

差という問題についてです。世代間格差、これは一生の間に政府や自治体から受け取る

年金、社会福祉をはじめとするサービス、これが総じて受益といいますが、受益と税や

借金などによる負担の差が世代によって異なることから生じる格差、こうした世代間格

差が今問題とされておりますが、この世代間格差について町長はどのように認識されて

いるでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） ちょっと一般論も入ってしまうかもしれないんですけども、少

子高齢化社会にあって日本の将来をいろいろ考えてますと、世界は人口がどんどんどん

どん増えておりますけども、日本は北海道だけをみましても 2040年には 130万人減少し

てしまうという、こういう推計も出てございます。そういうことを考えていきますと人

口の構成が世代の中で大きく変わりつつあり、どうしても高齢化の率が高まっていくと

考えております。下川町でももう既に 40％近くが 65 歳以上の人達という割合になって

ございますので、そういう意味では、将来 40％が 50％、そしてまたさらにその上をいく

ということも十分考えられていくんではないかと思っております。 

 世代間格差の問題につきましては、こういう人口比だけみても、いろいろ事業に取り

組む場合に壁にぶち当たるところがたくさんあるんではないかと考えております。これ

は将来的には、社会保障の面では特に高齢者が若い人達をみるという、こういう構図が

出来上がってくる可能性があります。そういう意味でもしっかりと若い世代の人達に意

識を高く持っていただくということと、社会全体でバランスの取れた社会構造をつくっ

ていくということが大事なんじゃないかなと思っています。 

 また、事業に取り組む場合については、いろいろと世代間のバランスの良い事業の取

り組み方というのが必要になってくるんではないかと思っておりまして、こういうこと

もいろいろと研究しながら今後進めていきたいなと思っております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 今の日本の特殊な状況においては、世代間の格差…そうした

ものがある。そうした中でバランスを取りながらいろいろな問題を考えていかなければ

ならない。そうした見解であると私は理解いたしました。 

 それでこの世代間格差ですが、これに拍車をかける状況があると。それは有権者に占

める高齢者の割合の高さ。一方でただでさえ数が少ない若い世代の投票率の低さから、

政治家は高齢者に有利な政策を実施せざるを得ず、それがまた世代間格差に拍車をかけ



 

32 

 

ると、そうした見方があります。これについては町長どのようにお考えでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） これも大変難しい問題でして、世代間格差を少しでも埋めてい

くというのは様々な地域の企画力とともに、人が関わっていくという地域力が必要なん

じゃないかなと思っています。一つにはコミュニティ形成をしっかりしていく。そして

またまちづくりに多くの人達が関心を寄せていただくと。こういうところがこれからこ

ういう世代間をしっかり埋めていくということが可能になってくるんではないかなと思

っております。 

 また、当町でもいろいろと世代間の事業を行ってございますけども、どちらかという

と福祉の面が非常に大きいわけでありまして、これをさらに産業面ですとか、あるいは

また教育や違った層にもいろいろと範囲を広げながらその世代間交流や世代間の格差を

少しでも解消できるようにしてまいりたいなと考えている次第であります。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 町長も私ども議員も一人の政治家として選挙の洗礼を受けて

ここに立っているわけです。それでどうしても票というものを意識せざるを得ませんが、

下川町の有権者の皆さん…割合の中では高齢者が占めるというのは確かです。ですがそ

の高齢者の方々が多数だからといって自分達に有利な施策を望んでいるのかどうか。そ

ういった点については町長はいかがお考えでしょうか。私自身の感覚では、数が多いか

ら自分達に有利な施策をというよりは、やはりこの下川町が本当に大好きで愛していら

っしゃって、この下川町が更なる発展を遂げるために有効な施策をという方々が多いの

ではないか。そういった印象を持っております。町長のお考えをお聞かせいただければ

と思います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） やはりまちづくりに関心を持ってもらうということが一番大事

なことでないかと思います。特に午前中も防災の関係のいろんな議論がされましたけれ

ども、やっぱり無関心でいてはなかなか社会参加がかなわないということがあろうかと

思います。そう意味では関心の持てる、興味の持てる、そしてまた好奇心をくすぐるこ

とのできる、こういうものが私ども町の方としてもいろいろとアプローチしながらです

ね、そしてまちづくりに参加していただいて、世代間の交流を活発にしていくというこ

とが大事なことではないかと思っています。それには町だけでは限界がありますので、

公区ですとか、あるいはまた様々な団体等、こういうところとの議論が必要になってく

るんではないかと思っております。昨年来、いろんな団体やあるいは地域と懇談の機会

を増やしてですね、このへんの問題点、あるいはまた要望点、こういうところを少し探

り出しを今進めているところでありまして、こういうところから少し方向性を見出して
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いくことができるんではないかと期待しているものであります。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） やはり町民の方々に意識を持ってもらうということは最重要

だと思います。そうした意味では、やはり高齢化率がどんどん上がっていく中で、子育

てが終わった後、子供と触れ合う機会が減っている高齢の方が増えているかと思います。 

以前ですと三世帯同居のようなかたちで、孫の面倒もおじいちゃん、おばあちゃんが

みるというようなかたちもありましたが、現状は下川から子供は外に出て行って、お盆

ですとかそういった時期にだけお孫さんが帰ってきて一緒に過ごす、そうした家庭も増

えているかと思います。 

 そうした中で、やはり子育てに対して目を持ってもらうためには、単に普及啓発とい

うことではなくて、今回提案したように、子育て支援に政策的に投資することによって、

それが実は経済発展にも繋がり、そこで生み出される余裕がまた高齢者の福祉にも繋が

るといった、こういった好循環を統計的な手法により客観的に明確に認識していただく

のが効果的かと考え、このような質問をしたところです。そうした観点からの情報提供

ですとか、政策分析について、町長はどのようにお考えでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） これも午前中の一般質問の中でもございましたけども、本町に

おいての子育て支援は、十分にとは言えませんけれども、厚遇されている自治体の方に

入ってくるんではないかと自負しているところでございます。ただ、これからの制度設

計をしていく場合には、やはり成果、効果というのをしっかり加味しながらですね、や

っていく必要があるんではないかと思っております。また、下川町が高齢化率が約 40％

近くなっているというか、その一方で実は世帯数が 1,720 ぐらいの世帯で人口 3,400 弱

ですので 1 世帯で要するに 2 人を切っている状況にあります。いわゆる二世帯、三世帯

の家族がほとんどいないという、そういう状況が今下川町でありまして、なかなか家族

での世代交流といいますか…ここが非常に損なわれているというのが考えられる。それ

は一人住まいの高齢者の方々が非常に増えているというのが要因の一つでありまして、

そういう意味では地域としてそういう交流できる場をつくっていく必要があるんではな

いかなと思っています。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 人口は減っているが世帯数はそれほど変わらずに…というこ

とは世帯当たりの人数が減っていると。そうした中でいろんな世代間の交流が行われづ

らくなっている。そうした中で施策が必要だという御回答でした。 

 そうした点で、私の質問の中で、そういった子育て支援をやるに当たって、段々と高

齢者のみの世帯の方ですとか、そういった方が増えている中で、両者を繋ぐ政策という
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意味でも子育て支援に高齢者の方々の活躍が、これがまた別な意味でも必要な政策では

ないかということで提案したところです。 

 そうした中で、先ほど申しましたが、年配の方々も普段一緒に暮らしていない子や孫

の世代、特に孫の世代とどのように触れ合えばいいかというようなことに困難を感じる

場合もあろうかと思います。そうした点で教育というような学習の機会が必要かと思い

ます。 

 現状、下川の中でもいろんなかたちで高齢者の方に活躍していただいていると思いま

すが、名寄市のファミリー・サポートでは 24時間の講習が位置付けられていると、登録

した人は 24時間の講習を受けた上で、そうしたサポート事業を行っていくということが

決められておりますが、下川のそういったいろんなボランティアに参加する人達にどの

程度の学習の機会が与えられているのか、その点についてお伺いします。 

 

○議長（木下一己君） 保健福祉課長。 

 

○保健福祉課長（栗原一清君） 先ほど町長の答弁にありましたように、高齢者の学習

については、今後もいろいろな機会を設けてですね、そういう場を提供していきたいと

いうことでございます。午前中の答弁に申したとおり、子育て支援事業の中で、幼児セ

ンターの中にそういう機能を設けてございます。それぞれいろいろな広場を設けてやっ

ています。高齢者の方の介護ボランティアの方も来ていただいているということも申し

上げました。そこで学習の機会なんですけども、登録者に対しては社会福祉協議会の働

きかけ、あと受け入れ施設の見学、ボランティア内容を説明してこういう機会を促して

いるところでございます。また今後も各サロンだとか幼児センター、また児童室の交流

の実施も検討してまいりたいと思っております。以上でございます。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） そうした学習の機会というのは生涯学習の一環の中でという

ような位置付けもあろうかと思いますが、現状そういった生涯学習の一環の中で、年配

の方々に子育て支援などで活躍してもらうような、そうした講座の機会をもたれている

のかお伺いします。 

 

○議長（木下一己君） 保健福祉課長。 

 

○保健福祉課長（栗原一清君） 子育て支援の特にそういう講座は設けておりませんけ

ども、今後やっぱり 40歳以上の介護予防の対象としてですね、ポイントを付与している

事業も行っておりますので、そのためにそういうボランティアの登録だとか参加につい

て広く啓発、また周知していきたいと思っています。そういう参加者を多くしていきた

いなと思っておりますので、御理解いただきたいと思います。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 奈須議員。 
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○4 番（奈須憲一郎君） 名寄市のファミリー・サポート・センター事業では、これは

社会福祉協議会が運営母体になっているかと思います。社会福祉協議会といいますと、

高齢者福祉の団体であるようなイメージが一般には強いのかなと思いますが、こうした

子育て支援も本来的には担っていく事業体であるという中で、下川町において現状、社

会福祉協議会と連携して行っている子育て支援事業はあるのかどうか。また今後の見通

しについてはどのようになっているのかお伺いします。 

 

○議長（木下一己君） 保健福祉課長。 

 

○保健福祉課長（栗原一清君） 現状では社協ではですね、子育て事業についてのそう

いう委託事業は…答えにならないかもしれませんけども…少ないと思います。現状はや

っていないのに等しいかも…特に介護予防だとか介護保険の関係の方に、高齢者支援の

方に重きを置いているのかなと思っております。先ほど奈須議員が言っていたとおり、

名寄の社協で市から請け負って、このファミリー・サポート・センター事業を行うとい

うことで、相当参考になる事例だと思っております。今後この名寄市のファミリー・サ

ポート・センターの事業をですね、大変参考になる事例なので、上手く連携を取りなが

ら支援をいただきながらいろいろな考え方と運営の仕方も勉強しながら、うちになんと

かいかせるかどうか課内で協議しながら検討してまいりたいと思います。以上でござい

ます。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 名寄市が今先行して走っているということで、大変近隣で参

考になる事例があって、これから制度設計をするのによい機会かなと思います。参考に

して下川独自でやるというのも一つですが、名寄市とは広域連携の視点の中で、連携を

視野に入れた中でやっていくというのも一つかと思っております。特に名寄市は医療機

関、この辺りの中核的な医療機関もございますし、福祉のスペシャリストを育成するよ

うな 4 年生大学もございます。そうした中で専門性をいかした名寄を中心として、広域

でこうした子育て支援の枠をつくっていくというのも一つかと思いますが、そうした名

寄市との連携についてはどのようにお考えでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 定住自立圏の中でもいろいろと項目が…17項目ぐらいあるんで

すが、そういう医療とか福祉の関係も十分広域化に向けてのいろんな施策の展開という

のもございます。ただ具体的にちょっと進んではいませんけれども、いずれにしても絶

対数がやっぱり名寄市と下川町の人口規模違いますので、なかなか名寄が取り組んでい

ることイコールで下川町に取り組めるというのはこれは疑問もありますので、ただ既存

の中で幼児センターが担っているところを、もう少しどうやったら拡充していけるのか
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とか、そういうのを少しずつ検証しながらやっていく必要があるんではないかなと思っ

ています。新しいものをつくるというのは、かなりエネルギーが必要になってきますの

で、そういうような研究を今後もしていきたいなと思っています。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 私が具体的に想定しますのは、後段で質問をしました病児保

育、これについてはずっと検討課題になっておりまして、ただ、私が最初提案したとき

の訪問型の病児保育というのはですね、これは東京を中心に事業化されているわけです

が、こうした小規模市町村では専門的な人材の確保ですとか、そうした事業性の問題、

またこうした狭い地域でお互い顔の見える関係の中で家庭に入って病児を見るというこ

とが、抵抗感であるとか様々な課題があるかなと考えております。そうした中で、名寄

市にそうした病児保育の専門家がいて、それほど頻度が多くない下川のニーズに、名寄

からの派遣というかたちで応えるようなかたちで、名寄市であれば普段顔を見合わせて

いるわけではない中で、逆にお願いしやすかったり、相談しやすかったりするぶんもあ

るかなというような観点で、そういった名寄市との連携というのが…名寄市から派遣を

受けるような考え方がないのかということをちょっと考えたんですがいかがでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） それの検討の余地はあると思います。いずれにしても、そうい

う補完的な連携というのは子育てだけではなくて、様々なことに広域連携を図っていこ

うという…今、各首長さんやあるいはまた議会等も含めてですね、そういう提案もござ

いますので、これからもいろいろと研究しながら進めていきたいと思いますのでよろし

くお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 少し前後しますが、スクラップ・アンド・ビルド…これにつ

いては今年度の予算設計をする段階で町長からスクラップ・アンド・ビルドですね…廃

止するものは廃止して、そこで浮かせた余裕や人材や財源を別なところ…ビルドに充て

るというような考え方、こうした指示が出ていたと。ところが新年度予算を精査する中

で、実はスクラップの方はなかなか進んでいない現状があったと認識しております。そ

れで、やみくもにスクラップといっても、やはり行政の継続性の視点だとかがあって、

なかなか難しいんですが、これは是非やりたいという優先的な政策を先に打ち出し、そ

れに必要な予算を算出し、これだけの財源が必要だからどうしてもこれだけ削ってほし

いというようなかたちで明示することによってスクラップが進むのではないかと考えま

すが、そうした観点で次の年度に向けて重点施策を決め、予算出しをし、それからスク

ラップを募るというようなそういった手順についてはいかがでしょうか。 
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○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） これは下川町に限らないんですけれども、一定程度予算の方針

を打ち出して、自治体というのは政策的なことをやっていくわけですが、どうしても当

初の予算というのが大型に膨らむ可能性があります。それは各所管課でいろいろと議論

を重ねた中で、政策予算が増えてまいりますので、そういう意味ではいかにスクラップ

していくかということが、ハードルの高いものがありますが、いずれにしても形骸化し

たもの、成果・効果の滞っているものというものがやはり見直しを図りながら削るもの

は削る、そしてまた改定していくものは改定していくという考え方を今後もしてまいり

たいなと思っております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） なかなかスクラップという言葉、そしてそのスクラップの先

にみえている住民福祉ということを考えると難しい面があろうかと思いますが、ここは

やはり優先課題を明確にし、まずそれを実現することによって好循環が生まれ、そこで

生まれた余裕でまたスクラップしたものの復活もあり得ると思いますので、まずは効果

が出やすいところに集中投下する、そうした時代にきているのではないかと私は考えま

す。 

 それで、今回、一般質問事前通告した後にですね、刺激的な記事を見まして、家事を

しない夫は日本を滅ぼすというような記事を見ました。これはタイトルは大変刺激的な

んですが、裏付けとなるデータがしっかりした記事でした。それによりますと、総務省

の平成 23年の調査で、6歳未満の子供がいる家庭で、夫が家事・育児に従事する時間が

1日当たり 1時間 7分、うち育児は 39分にとどまるというようなデータが出ております。 

これはアメリカの 3時間 13分、そのうち育児は 1時間 5分ですとか、ドイツの 3時間、

同じように育児は 59 分に比べると 3 分の 1 という低水準だと。政府としては 32 年にま

ずは 2時間 30分までに増やすことを目標にしていると。そしてこのデータと連動するよ

うなかたちで厚生労働省の同じく平成 23年の調査で、夫が家事・育児を全くしない夫婦

の第 2 子以降の出生率は 9.9％にとどまっていると。そして家事・育児時間が増えるほ

ど出生率は高まり、6 時間以上では 67.4％にまで上昇したというようなデータがござい

ます。こうした夫の家事・育児への参加というと、主体がまるで母親、女性の方にある

ような言葉なので、参加という言葉は不適切だといわれています。家事・育児を従事す

る時間については、町長はどのようにお考えでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 日本の歴史的なものも少し考えられるのかなという感じはして

おりますけれども、労働時間自体も日本の場合は非常に過酷な労働時間設定になってい

る…。基準法でいきますと決められた週 40時間という法律がありますけれども、なかな

か残業が多くてですね、民間もまた行政においても年間の労働時間が増えてしまってい
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る。それにあわせて男性が育児をするという機会を非常に失っているというのが考えら

れるんではないかと思ってます。下川町の役場としても、女性の職員と去年懇談をさせ

ていただきまして、やっぱりライフワークバランスというのをしっかり取るべきだと…

いわゆるできるだけ残業しないで帰って、そして家庭サービス、子育てに従事してはい

かがでしょうかという、こういうような提言も女性職員からいただきました。なかなか

思うようにはいきませんけれども、現在、週に 1 回程度はノー残業デーをつくろうとい

うことで努力をしておりますが、業務にどうしても追われてですね、退庁時刻に帰るこ

とができないというのが実態であります。 

 いずれにいたしましても、イクメンという流行の言葉も生まれているように、日本社

会においてもそういう欧米に近づいた社会構造というのがこれから必要になってくるん

ではないかと思っていますので、そういう努力もこういう地方自治体としても少しでも

進めてまいりたいなと思っております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 今、町長が仰った点が、まさにこの記事の中でも指摘されて

おりまして、男性の意識が低いということだけではないと。やはりこの男性の長時間労

働というのが日本のこれまでの高度経済成長を支えてきた面があると。女性との役割分

担の中に成り立ってきたと。ただ、時代が変わってきたにもかかわらず、その点が改善

されず、長時間労働がそのままで、そして労働時間の伸びに反比例して生産性が下がっ

ているということがデータでも出ております。一つのデータとしては、平成 26年の就業

1 時間当たりの労働生産性は 41.3 ドルと。これはほかの経済協力開発機構の 34 か国中

では 21位、先進 7か国では最下位に甘んじていると。これに対して夫の育児休暇取得率

が約 90％に達し、家事・育児従事時間も 1日当たり 3 時間 12 分、うち育児は 1 時間 13

分というノルウェーでは、日本の倍以上でＯＥＣＤ2位の 85.6ドルを誇っていると。こ

うした点から考えましても、冒頭に申し上げたとおり、子育て支援を充実させることに

よって女性の活躍を促す。そうすると労働生産性が高まり、そして経済成長、財政余裕

に繋がるということを考えたときに、子育て支援をするに当たってもやはり男性の労働

時間を減らすというようなことが必要かと思われます。そうしたところを単に声掛けで

はなく、政策として実現するためにどのような政策が考えられるか。町長のお考えをお

聞きします。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） これは福祉サイドと経済サイドの考え方で少しすり合わせをし

ていかなければならないんじゃないかと思っています。今年から中小企業基本振興条例

の中でも、これは経済界サイドですけども、要するに職場環境を充実させていこうと、

働く人達が快適な職場で、そして充実した仕事ができるようにということでやっており

ます。例えば、エアコンを事務所につけるとか、トイレを水洗化していくとか、そうい

うようなことを職場の中でやっていくと。そして働く人…これは男性も女性もですけど
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も…充実した職場環境の中で生活にも潤いをもたらしていくという、こういう経済から

の面と、もう一つは今言った、福祉の面からいきますと、子育てをしていることに対し

て、これから町としてどういう制度設計をしたらいいのかという、こういう考え方も一

つあるのかなと。ただ法律上の制度もありますので、こういうところはちゃんと準じな

がらですね、整合性のある制度設計というのが必要になってくるんではないかなと思っ

ております。これについてもいろいろ研究してまいりたいなと思っております。以上で

す。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） ただ今の答弁の中では、労働環境を良くしようというような

お話がありました。働き甲斐のある職場づくりだということだと思いますが、今問題と

して焦点をあてているのは労働時間についてです。この労働時間を減らすにはどのよう

な施策が考えられるのか。改めてお伺いします。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 業種、業態によっても違ってくるんですよね。積雪寒冷地の日

本の 50％、人口で 2,000万人ぐらいおります。一番の問題は、通年で仕事できる業種が

非常に限られているということです。そうするとどうしても年間の所得を 300 万、400

万という水準まで上げていくということになると、春から秋までのこの季節に集中して

いかなければならない。それが林業界だったり建設業界だったり、あるいはまたそうい

う外で働くその他の事業だったり、農業も含めてでありますけども、そういう意味では、

こういうところでの高い所得を得るためにはどうするか、それから通年で仕事をしてい

くことができるにはどうしたらいいかということが政策的に必要になってくるんじゃな

いかなと思っています。そういう中で、労働条件というのをしっかりと高い…効率のい

いものにしていくということが必要なんじゃないかと、これちょっと私の見解ですけれ

ども、そういう考えを持っております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 4番 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） こうした地域では季節性によるものがあると。私も一時期自

然ガイドのような仕事をしておりまして、やはりそういった仕事は夏場に需要が高くて、

冬はわりと別なかたちでの仕事を求められる。そういった中で通年の中でバランスを取

る必要があるというのは認識しているところです。ただ一方で、事務的な仕事が多い、

特にこういった役場のような公的機関では、時期による繁忙の多寡はあるものの、そう

いった季節的な労働が求められる農業とはまた別な事情があると思います。そうした事

務的な作業が多く求められるこうした役場のような組織の中で、労働時間を減らしてい

くにはどのような方策が考えられるでしょうか。 
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○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） これも午前中のグループ制の討議と類似してくるわけでありま

すけれども、本来グループ制というのは流動的、補完的というものが大きな目標で、で

すから一部の職員に負担のかからないようにして、平準化していくというのが理想のグ

ループ制であります。ただ、それが実態としてなかなかそこが平準化するというのが適

わないというのが逆にグループ制のデメリットになってしまっているんではないかと。 

それから責任が明確化になっていないとかですね。そういう意味では、今、下川町の

事務事業に対しての本当に適正な職員数というのは幾らかと、どのぐらいなのかという

のが今一番求められているところではないかと。それによって過酷な労働が少しでも緩

和されていくとかですね、あるいはまたアウトソーシングによって、本来の自分達でや

らなきゃならないものも外側の手を借りてやっていくという、こういうのも一つの方策

になってくるんではないかなと。いずれにしても一年間の労働時間をできるだけ圧縮し

てですね、そして身体に負担のないように、精神面にも負担のないようにしていくとい

うのが私たちに課せられた役割なのかなと思っております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 最初の近藤議員の答弁の中で、事務量、仕事量は減っていな

い、あるいは増えている…果敢なチャレンジで増えている中で職員数が補充されていな

い、減っている。そうしたギャップの中で非常に職員の方々が苦労されていると認識を

…町長示されました。ですので、職員数を増やすとともに、仕事を減らしていくという

ことが、これが不可欠であろうと、直接的に。そこが大元の大元だと思います。それは

やはり町長が明確に指示をして、特にやはり数値目標などを示した上で、実現達成度を

みていくということが必要かと思いますが、いかがでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） それはまあ当然でありまして、事務事業評価を内部評価をして

外部評価もするという、こういう内と外からやっているわけでありまして、そういう中

で内部評価の中で一定程度成果がみられないもの、あるいはまた今後可能性が非常に低

いもの等については、やっぱりそういうのを減らしてですね、そして事務量を少なくし

ていくということが必要じゃないかなと思っています。それは先ほどのスクラップ・ア

ンド・ビルドに繋がっていくかと思います。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） このような議論を通じて、これからの時代に求められる行政

像としてですね、行政の継続性というのはもちろんあるんですが、やはり時代の変化が

目まぐるしい時代に、新しい施策を打っては、次はその施策をいつの段階で終わらすの
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か、施策には必ず目的があって、効果を測定し、そしてその目的を達成したときには終

わらせるという意識を常に持ってですね、まさにスクラップ・アンド・ビルド、もしく

はビルド・アンド・スクラップの視点で施策に臨むという行政像が必要なのではないか

と。今までのどんどん拡大していくというのは高度経済成長期にはもちろん合ったやり

方だと思いますが、今の時代は違うのではないかと思います。そうした点について町長

はいかがお考えでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） やはり資本を投下するということは、それなりに成果が求めら

れる…いわゆるコストをかけてベネフィットがどうなるかということになってくると思

うんですが、こういうところを見極めしていかないとですね、これからの時代…やっぱ

り自治体も生き抜いていくことができないんじゃないかと。今回の総合戦略の中でも特

に重視されているのがＰＤＣＡという考え方であります。いわゆるしっかりとチェック

をしてですね、最終的にはそのアクションに向けて施策をつくっていくということであ

りますけども、そのチェックの段階でどうしても必要ないと考えられたものは勇気を持

って割愛していくということがこれから必要になってくるんじゃないかなと思っていま

す。今、日本全体でも労働者が非常に少なくなってきて、担い手を今確保するのが大変

なわけなんです。本町でも現業部門が非常に多い自治体であります。それは福祉施設を

持ち、病院を持ち、また保育施設を持っているということで、そういう中で、限られた

人数の中で本当に満足のいくサービスをどうやってやっていくかということは常に議論

していかなければならない。それには外側の方々の協力がかなり必要じゃないかなと感

じてますので、相互にそのへんもコミュニケーションを取りながらですね進めてまいり

たいなと思っております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 奈須議員。 

 

○4 番（奈須憲一郎君） 今の答弁はですね、民間の会社を経営されていた現町長に期

待されている点がまさに回答の中に出ていたかと思います。やはり投資効果が高いとこ

ろにきちっと投資をして回収し、上がった余剰分をまた次の投資に回してどんどん好循

環を生み出していくと。もちろん行政の継続性は必要ですが、それ以上に今はそうした

民間の企業体のような経営感覚がなければ自治体も生き残っていけない時代になってい

ると思います。そうした点で町長から今の投資の話、そしてスクラップ・アンド・ビル

ドの答弁が得られたのは大変収穫だと私は感じております。そうした観点に立った中で、

子育て支援が実は福祉としてだけではなく、経済的な政策としても非常に有効だという

ことがこの間の様々な諸外国のデータからも導き出されてきたと。これについては著者

の方も仰ってますが、こうした分析がまだまだ少ないそうです。まだこの分野は始まっ

たばかりで、様々な視点から分析がこれから行われて、たたき上げられて、より精度の

高いことが示されていく、それを期待されていると著者の方も書いておりました。そう

したデータを提示する先進自治体として下川町が是非なればと、環境未来都市の環境と
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いうのは子育て環境の環境でもあると、そうした環境未来都市で下川がこれからますま

す期待されていくことを祈念して、こうした質問をした次第です。最後、町長から何か

考えがありましたらよろしくお願いします。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） ほとんど話したんですけども、下川町は環境の町だといろいろ

言われてございますけども、その環境というのはやはり今言われたように自然環境ばか

りではなくて、家庭環境から社会環境から多くの人達が生き様をそこでちゃんと見いだ

していけると、そういう環境づくりというのが必要ではないかなと思ってます。ですか

ら下川町が今、環境の町という大きなアドバルーンを上げておりますけども、そういう

意味では広義の意味での施策をいろいろですねこれからも形成していきたいと思ってい

ます。 

もう一つは、自分自身の公約の中で、幸せ日本一をつくるんだというのを謳ってござ

いますけども、福祉そのものの意味合いは高齢者ばかりではなくてですね、本当に幼児

から若者から、そして成年まで、幅広い福祉という意味合いがあるわけで、これどちら

も訓読みでするとですね、さいわいと読むんですね。福も祉もですね。そういう意味で

は福祉施策というのをしっかりと持続可能なものにしていける、そういう環境づくりと

いうのをしてまいりたいなと考えている次第でございます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） これで奈須議員の質問を閉じます。 

 次に、質問番号4番、7番 春日隆司 議員。 

 

○7番（春日隆司君） 子育て、教育支援について質問させていただきます。 

経済社会の健全な発展と少子化進展に伴う人口減少は大きな課題であるとの認識の下

でお尋ねいたします。 

一つ、子育て、教育支援の現状認識と今後必要とする子育て、教育支援は。 

教育費、奨学金、町外通学費など支援についての考え方は。 

町民の意見反映の方法をお尋ねいたします。 

 以下、自席で質問させていただきます。 

 

○議長（木下一己君） 答弁を求めます。 

町長。 

 

○町長（谷 一之君） 春日議員の「子育て、教育支援について」の御質問にお答えし

たいと思います。 

 はじめに、子育て支援に関する内容については私からお答えいたしまして、教育支援

については教育長からお答えしますのでよろしくお願いいたします。 

一点目の「子育て支援の現状認識と今後必要とする子育て支援」でございますが、共

働き世帯の増加やコミュニティの繋がりが希薄化する中、行政支援のみならず、地域や
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企業、個人レベルでの子育て支援の意識向上が大切だと考えているところであります。 

町では、安心して子供を育てるための各種支援事業を一定程度充実させてきたと認識

しております。 

具体的には、出産後の訪問や子育て相談、各種予防接種、乳幼児健診等の事業をはじ

め、子育て期に必要となる様々な経済的負担を緩和するため、2歳未満の子供一人当た

り月額 3,000円を支給、中学生までの医療費を無料化、保育料の軽減などを実施してい

るところであります。 

今後も社会情勢を踏まえながら、保育環境の更なる充実や子育てに関する負担軽減な

ど、子育て支援の充実について検討してまいりたいと思います。 

 三点目の「町民の意見反映の方法」については、教育長の後に答弁させていただきた

いと思います。よろしくお願いいたします。 

  

○議長（木下一己君） 教育長。 

 

○教育長（松野尾道雄君） 自席から教育支援につきまして答弁させていただきます。 

春日議員の「教育支援について」の御質問でございますが、まず一点目の「教育支援

の現状認識と今後必要とする教育支援」でございますが、変化の激しい時代を生き抜く

ため、将来を担う人材の育成は不可欠であります。 

確かな学力、豊かな人間性、健康な体を備えた児童生徒を育成するため、家庭学習の

支援、ＩＣＴ教育の充実、部活動・少年団活動の充実、地域の特色をいかした総合的な

学習の実施及び特別支援教育などの充実を図っております。 

今後も児童生徒の「生きる力」を育むために、ウイークエンドスクールによる家庭学

習の支援、教育環境の充実、いじめ防止等安心安全対策の充実、また近年過剰なデジタ

ルメディアとの接触による生活習慣への影響が懸念されていることから、好ましい生活

習慣確保に向けた、いわゆるアウトメディアプロジェクトを実施してまいります。 

二点目の「教育費支援の考え方」でございますが、奨学金制度につきましては、昨年

度、関係課で打ち合わせを行っているところであり、給付型または返還型等多種多様な

奨学金制度があること、加えて文部科学省で実施の準備を進めている給付型奨学金等の

動向を見極めながら制度設計が必要と認識をしております。 

また、町外の学校への通学費助成につきましては、現在、町としては地元で高等学校

教育を受けられる環境の維持・発展に向け、下川商業高等学校の生徒確保のために通学

費支援等を行っていることから、現状では町外の学校への通学のための支援は考えてお

りませんので御理解をいただきたいと存じます。 

三点目の「町民の意見反映の方法」でございますが、本年 6月に小中学校の保護者に

対して、教育行政に対するアンケートを実施し、アンケート結果につきましては集計分

析をし、教育委員会議において結果報告と意見聴取を行うとともに、保護者にも結果に

ついては報告をさせていただいたところでございます。 

今後においても、児童生徒・保護者へのアンケート実施、各種委員会などにおける意

見をいただきながら、教育行政の更なる充実を図ってまいりたいと存じます。 

 以上申し上げまして、答弁といたしますので、御理解賜りますようよろしくお願い申
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し上げます。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 引き続き三点目について答弁をさせていただきたいと思います。 

 教育行政、教育振興も含めて総合的な観点から、「町民の意見反映の方法」につきま

しては、下川町子ども・子育て支援事業計画の策定及び見直し時において、保護者への

アンケートを実施しているほか、社会福祉審議会や次世代育成支援対策推進会議等にお

いて御意見をいただいているところでございまして、今後もこれらを通じて引き続き御

意見をいただきながら、子育て支援の更なる充実を図ってまいりたいと思います。 

 以上申し上げまして、答弁とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 7番 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） ただ今までの議論をお聞きしておりまして、その上に立ってまた

質問させていただきたいと思います。 

 まず、いろいろな議論を受けてですね、町長は長年のまちづくりでいろんな見識を有

しておられます。そんな中で課題認識はもちろん広い見識でされているわけでございま

すが、方策が必要である、政策が必要である、議論が必要である、そんな中で私はちょ

っと一歩進んで議論ができればなと思っております。 

 まず第一に、下川町には総合計画または総合戦略がございます。また今、町長がいわ

れました日本一の町を目指すと、そういうところで本当にその目標を達成できるのかと。 

今その中でプロセスを踏めるのか、踏んでいるのかという視点で質問をさせていただ

きます。 

 まず、子育て、教育支援ですが、これ分けて考える必要があるんでないかなと思いま

す。 

 まずは子供の権利、それから教育の権利、これは御案内のとおり国連で認証されてい

る権利です。漸進的に無償化する…小学生は無償化するというのはこれは当然の権利を

実施している。最近では教育費まで無償化していくという流れがあります。そんな中で

まずは権利を守る、その上に立って政策が生まれてくるわけで、政策の中で経済的負担

が多い人達には政策としてそれを軽減していく。さらに例えば高校のように間口を維持

しようと、これは重要な施策でそれは政策として展開すると。そういう基本的な考え方

でお話をさせていただければなと思います。 

 そんな中で、子育て、教育の理念、これが必要ではないかと思いますが、総合計画だ

とか漠然としたものはありますが、一言でいうと町長…分かりやすく…子育て、教育支

援の理念と地域における重要性の認識というものをどうお考えでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 子育ての環境の中では、やはり安全安心な町をつくっていくと
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いうことが非常に大事なんじゃないかなと思っています。昨今のいろんな事件も踏まえ

ながら、やはり子供たちが学校へ行く、あるいはいろんな施設へ行く、そしてまた家庭

の中で生活をすると、それには安全で安心な社会をつくっていくということが最大のテ

ーマではないかなということで考えている次第でございます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） その上に立って、現在下川町の子育て支援というのは、何を物差

しにするかは別としまして、結構充実していると…Ｕ・Ｉターン者の一つのきっかけに

もなるということも言われております。それはそれとして、今まで基盤を築いてきた子

育て支援、教育支援であると。その上に立って、どこまで…お金の問題だけを支援すれ

ばいいということではないと思うんですが、前回の6月の議会でも国の制度改正を受けて

保育料の軽減みたいなものもありましたけども、国に先立っていち早く無償化していく、

町独自の政策を出していく、子育てが地域経済を支えると、そういうお考えはないでし

ょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） それもケースバイケースかなと思います。ただ、今、無償化の

関係の制度設計がいろんなところで出ておりますが、これ何か競い合いみたくなってし

まっているようなんですね。ですから、一定程度そこで無償化になってきたら、次の段

階は無償化にしていったら…要するにうちの町だけが秀でるという、そういうバランス

が今崩れつつあってですね、青天状態になっているというのが実態だそうであります。 

そういうところも十分加味しながらですね、実態に合ったそういうような制度設計と

いうものをもう少し考えていくべきかなということを考えている次第でございます。以

上です。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） それはつまり横をみながら政策を展開していこうと、横の状況を

みながら政策を展開していこうという考えであるということで理解してよろしいです

か。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） そういう面もあるかもしれません。しかし、いろんな議会によ

っては、バラマキではないかというそういうような見方をしている議会も相当あるよう

でありますので、そのへんはやっぱり慎重に住民の皆さんと議論をしてですね、そして

制度をつくっていくということが必要なんじゃないかなと思っております。以上です。 
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○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） 私は、下川町…先ほど言いましたとおりですね、権利を守ると、

ちょっと堅い話ですけども人権を守る、質の高い権利を守っていくというまちづくりを

今後すべきだと思います。そうしますと、もちろんほかの町とかありますが、まさしく

それが日本一でないかと、私は幸せというのは日本一を競うべきではないと思いますが、

そういうふうにして独自の考え方を明確に出していくというのが必要ではないかなとい

うふうに思いますが、その点いかがでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） それはもっともなことだと認識しております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） その上に立って、その権利を守るという中に立ってですね、先ほ

どありました通学の問題…高校通学の問題、下川町から町外に通っている人達の通学の

支援、これも先ほど言いましたとおり基本的権利であるということで理解して、また高

校支援は高校支援でそれは別の政策の話であって、さらにその上に立って政策の優位性

を出していくと、魅力をつくっていくという考え方でないかなと思うんですが、その点

いかがでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 教育長。 

 

○教育長（松野尾道雄君） ただ今の御質問にお答えいたします。 

御指摘いただきました下川商業高校の通学支援と、それから現状下川町から他市町村

へ通学する生徒にとってですね差があるという御指摘は誠にそのとおりであります。 

 前段、一般質問の中でも若干触れさせていただきましたが、まず下川商業高校につき

ましての基本的なスタンスは、春日議員も触れておりますけれども、町内で唯一の高等

学校教育機関であるその学校を守り、発展を支援していくというスタンス。これは町内

における児童生徒の教育を地元の高校で受けれるというこの体制を維持、また発展させ

ていきたいという政策的な支援であります。それからもう一方、名寄に通学する生徒に

通学の支援をと…名寄だけではないと思います。例えば旭川ですとか札幌に出られる子

供さんも実際にいるわけですから、名寄だけが視野ではないと思いますが、そういった

出ることに関して、選択できなくする意味ではなくて、その政策の目的が商業高校とほ

かの町村に通うものについてを同列には考えられない視点があるというふうに認識して

おります。 

 後ですね、高校の方に実態を把握しましたところ、経済的な負担…これが親御さんの、

あるいは子供さんの進路選択にやはり影響を与える可能性があるというのは私も十分認

識しているつもりでございます。そういった状況の中、各種奨学金がございます。ただ、
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そういった奨学金の制度利用がですね、実際高校進学に当たっては何年かに一人ぐらい

あるかなというような実態であるというのもこれまた現状でございます。その点踏まえ

まして、今御指摘いただいた…その差があるというのは私も認めますし、それを今後解

消するということにはちょっと政策的な内容に異なるためにならないということを御理

解いただきたいと思います。以上でございます。 

 

○議長（木下一己君） 7番 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） 私が申し上げているのは、先ほどから言うとおり…権利ですね。 

今、通学費を含めて、皆さんにその…ですからその人達によってね、下川の商業高校

が影響を受けるとかそういう議論ではなくて、権利として…子供たちの権利というのは

…無償化をはじめですね国もこの動きというのは平成22年の国連の条約を日本が保留を

解除したというところからはじまってるんですが、御案内のとおり、高校がある中でも

近隣みますと通学費補助をしているところもあるわけですよ。地元に高校もあって間口

の大変なところもあるわけですよ。ですから、その権利という意味でね、子供たちに、

そして高校維持というのはまた別次元の話でね、私が申しているのはその権利。それか

ら奨学金についても、これ先ほどやりました国の動向をみながら…それはそうですが、

自治体の自主性というものを…やはり日本一幸せなまちをつくるんであれば、自治体の

自主性をどういかすかと、どう表現するかと、それによってどう魅力ある町をつくって

いくかということではないかと思うんですよ。ですから、それを積極的というんであれ

ば積極的だと思いますが、積極的な施策をしない限りは総合戦略…これ実現本当にでき

るんでしょうか…というところがあります。ちょっと長くなりましたけども、是非それ

を…検討という言葉はやらない言葉になっちゃうのかもしれませんが、そのへんちょっ

と教育長に一点と、もう一つ、意見反映…これについてですね、是非ですね匿名…名前

を出さなくても意見を広く聞き入れると。御案内のとおりこういう小さな社会ですと、

誰が言った、誰が何を言った、いろんなところがあってなかなか自由な発言ができない

のも確かだと思います。問題は誰が言ったんではなくて、どういう意見があるのかと…

町民の中にですね。それで誹謗中傷だとかそういうのも出てくると思いますが、でもそ

れは取捨選択ができるんだと思います。これは町長の方で…そのへん二点、反映の方法

をちょっとお聞かせください。 

 

○議長（木下一己君） それでは教育長から答弁してください。 

 

○教育長（松野尾道雄君） 子供の権利の関係でございますけれども、総計の中でも基

本目標として、個性、可能性、魅力を伸ばす人づくりということを本町は謳っておりま

す。私は言い換えれば、やはり子供が夢に向かっていく、それを支援する、それが私ど

もにとっての責務ではないかなというふうに考えております。その責務を果たすために

は、いろんな手法もあると思います。 

 例えば、先ほどの奨学金の話でございますけれども、国の方で確かに給付型の奨学金

の準備を進めているという御説明をしておりますが、一応6月2日の閣議決定の中では、
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給付型の奨学金については平成29年度予算編成過程を通じて制度内容について結論を

得、実現するというような閣議決定も得ておりますので、そういった内容を十分精査し、

またそういった情報をきちっと保護者の皆さんにお伝えする。また、市町村独自での支

援施策が隙間を縫うかたちであるのかどうか、そういった部分も十分に制度設計の中で

考えていかなければならないというふうに認識をしているところでございます。以上で

ございます。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 住民の方の意見を聞くという場につきましては、既にこの9月か

らも実施しておりますが、町民懇談会を開催して、そして幅広く地域課題、あるいはま

た個人として困っていること、要望したいこと等を受け止めさせていただいているとこ

ろであります。さらに、知恵の環などを通してですね、様々な意見を…これ匿名で出さ

れる方もいらっしゃいますし、そういうような配慮をしながらいろいろと多くの意見を

聞くことができて、そして反映することができる、そういう仕組みづくりというのを今

後もいろんなところで進めてまいりたいと考えている次第であります。先ほども午前中

に説明させていただきましたけれども、昨年来、様々な団体、あるいはまた企業等も訪

問させていただきながら聞き取りをし、そしてまた意見を受け止めながらですね施策に

少しでも役立つようにしてまいりたいと考えてございますので、御理解をいただければ

と思っております。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○春日議員 よく理解できなかったところもあるんですが、是非そういう権利というこ

とで、高校の近隣なんかもいろいろ幅広げて調べていただいて、高校存続は存続の…や

っぱり魅力あるもので、それとは違う次元でやる方向で検討していただければと思いま

す。 

 先ほどありましたとおり、まちづくり懇談会とかいろんな団体にお話を聞いていると

いうのはもちろんでございますけども、どれをもって民意というのがあるかと思うんで

すけども、なかなか聞き及ぶところによると、懇談会に行っても発言ができないと、何

を発言していいか分からないという、そういう話もございます。広くどういう意見があ

るのかというところを懇談会だけではなくて、さらに詰めていただければなと思います。 

 次に移らせていただきます。 

 町有林産物売払いと公共事業発注についてお尋ねします。 

売払いと公共事業発注の基本的な考え方について。 

売払い、発注の時期、事業内容設定、数量などの根拠についてお尋ねいたします。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 春日議員の「町有林林産物売払い及び公共事業発注について」
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の御質問にお答えいたしたいと思います。 

一点目の「売払いと公共事業発注の基本的な考え方について」でありますが、町有林

林産物の売払いにつきましては、「下川町有林野の産物売払規則」に基づきまして、指名

競争入札及び随意契約により実施しているところであります。 

また、公共事業につきましては、「地方自治法」に基づき、指名競争入札または随意契

約の方法により実施しております。 

二点目の「売払い、発注の時期、事業内容設定の根拠について」でありますが、林産

物の売払いにつきましては、下川町森林整備計画を基本にしまして、循環型森林経営の

理念やＦＳＣ森林認証の原則に基づきまして、成長量以上の伐採を行わないなど、伐採

数量や樹種などの事業内容を設定しております。 

発注時期については、地域関係者に伐採の時期、樹種及び搬出予定の太さなど、町有

林間伐主伐材予定表を提示しまして、4月と 11月頃の年 2回協議を行い、地元事業者の

ニーズを把握し、発注を実施しているところであります。 

 公共事業につきましては、「公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律」に基づき、 

当該年度の公共工事の発注見通しを立て、計画的な発注に努めております。 

以上申し上げまして、答弁とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 7番 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） 先ほどありましたとおり、林産物につきましては、チップの中

にもですね広葉樹の価値化できるやつもありますので、そういうふうにして町有財産で

ございますので、より価値化できるものは価値化するということで進めていただきたい

と思います。 

 それから、公共事業関係でございます。先ほどもありましたとおり、法律に基づくと、

発注見通しを公表する、変更の場合も公表する、指名した者、入札者、契約の相手も公

表すると。これ一部公表されていないところもあるかと思いますが、是非法律に基づい

てやっていただきたいと思います。 

 そんな中で、公表された発注をみますと、安原公園…これ町民懇談会でも出てたんで

すが、これ2年かけて…去年の12月の議会でも議員から、6月の発注で随分発注が遅れて、

工事の質の問題を問う質問が出たかと思うんですが、今年度も計画でいうと5月…それか

ら5月発注から8月ぐらいだったでしょうか計画に書いてありました。これ遅れた理由を

お聞かせください。 

 

○議長（木下一己君） 建設水道課長。 

 

○建設水道課長（杉之下正樹君） 安原公園につきまして遅れた理由という御質問にお

答えします。 

 2か年の工事として安原公園の事業を進めてまいりました。設計をコンサルにかけて、

それをいただいた中で町の職員が改めて道の単価に置き換えるというような作業をして

はじめて入札への行為ができるというかたちになっております。非常に期間が…時間が
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掛かるということで、1期目…ちょっと遅れてまいりました。今年に入りましてやはり新

年度単価という部分がございまして、また改めてその単価をやり直したことと、それか

ら一部当初の計画を変更した部分がございます。より使いやすいという方向を検討した

中身でございまして、その点で時期的に遅れていったわけでございます。早めに工事を

竣工するつもりでございましたけれども、このような時期になりまして大変誠に申し訳

ございませんでした。以上でございます。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） 公共事業の発注については、御案内のとおり地元中小企業の建設

業の受注の機会、それから受注の拡大とあります。ただ、発注の内容をみるとですね、

結果として計画変更等あったということなんですが、まず公園をですね2年間使えないと

…2年間…町の中の公園…これは道路より優先して、町民の利便性を…建設業の発注機会

というよりは利便性を考えて発注するのがやっぱり理屈なしの考え方でないかと思いま

すが、そのへん町長いかがでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 仰るとおりで、今回、町民懇談会でも何人かの方に御指摘を受

けてですね、使えないんだったらちゃんと明記をしておくべきだと、こういうような意

見もいただきました。いずれにしてもやはり2年間利用できないというのはいろいろ課題

もあろうかと思いますので、そのときにはしっかりと他の施設等も誘引できるようなで

すね、そういうようなこともしっかり考えていく必要があるかなとつくづく今回考えた

次第でございます。いずれにいたしましても、長期にわたっての不便を感じないように、

そういう施策もしっかり考えてまいりたいと思いますので、御理解いただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 7番 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） 今回、2か年というのはですね分離発注で、本来であれば公園な

んかというのはですね、1年のそれも早期に発注し、できるだけ町民の利便性を図るとい

うのが本旨だと思います。それで、分離発注…これの考え方をちょっとお聞かせくださ

い。 

 

○議長（木下一己君） 建設水道課長。 

 

○建設水道課長（杉之下正樹君） 分離発注につきまして、いろんなケースがあろうか

と思います。今、まちおこしセンターでやっている長期の大きな事業ですと1期目、2期

目、それは当初の発注時期によるもので、そういうかたちで分けたり、内容的にも中身

が機械設備それから電気設備、またヒートポンプというような内容で分けた経緯もござ
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います。安原公園につきましては、本来的には1期でやって、速やかに公園として町民の

方に使っていただくのが正しいやり方だったかもしれません。額的な問題と2期に分けて

行うというようなことを選択してたわけでございます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） 理解できました。分離発注については、議会が議決していること

でございますので、そういう趣旨で議決をしているというふうに思います。 

 それでは、三番目の町政の検証について、これまでの一般質問に対する取組の状況を

お尋ねいたします。 

まず、自治基本条例見直し検証の進捗状況。 

二点目として、事業計画変更時のルールづくりの進捗状況。 

さらに、町長が考える近未来…近未来となりますと20、30年先と捉えがちかもしれま

せんが、私がちょっと言葉が足りなかったと思いますが、近未来…4、5年後または10年

以内ぐらいを想定しておりますが、農業、林業、林産業のあるべき姿について、御答弁

お願いします。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 春日議員の「町政の検証について」の質問にお答えしたいと

思います。 

まず一つ目の「自治基本条例見直し検証の進捗状況」でございますが、現在のところ 

庁舎内にプロジェクトチームを編成いたしまして、現状と課題の整理を行い、今後の検

証に係る原案づくりを行っているところでございます。「自治基本条例」を効果的に運用

するためにどのような手法があるのか、策定時と現在において時間の経過に伴い、条文

自体に不整合があるのかなど、今後町民の皆様の意見を伺いながら検証を進めてまいり

たいと考えている次第であります。 

また、10月下旬には北海道が主催する岩見沢市や芽室町の基本条例に関するセミナー

が開催される予定をしてございますので、プロジェクトチームを参加させ、近年の状況

について情報収集をしてまいりたいと考えております。 

二つ目の「事業の計画変更時のルールづくりの進捗状況」についてでございますが、

既存にあるルールといたしましては、毎年実施している総合計画の見直しにおいて、総

合計画に掲載されている事業に変更がある場合は、内容について総合計画審議会に審議

をしていただき、その後、計画を変更しているところでございます。これは毎年実施し

てございまして、町施策全体のＰＤＣＡサイクルの中で実施しているものであります。 

このほかに、社会情勢等により事業が見直される場合や国等の補助事業のスケジュー

ルによる場合、緊急を要する場合など、様々なケースが想定されるところですが、この

ような場合には、町民の生活に大きく影響する事業などについて、審議会、町民説明会、

町民懇談会、並びに広報、ホームページ及び行政告知端末などの多様な媒体を用いまし

て、最善な時期と方法により、丁寧な情報発信に努め、町民の理解が得られるよう進め
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てまいる所存でございます。 

三つ目の「近未来の農業、林業、林産業のあるべき姿」についてでありますが、農業、

林業は、本町の基幹産業でございまして、下川町にとって将来的にも持続させなければ

ならないものと考えております。 

本町の農業は、これまで取り組んできた酪農振興策や秀品率向上対策、施設園芸作物

の導入など積極的な施策の展開によりまして、農業生産額は平成 27年度で約 24億円と

なり、一定程度の効果が現れていると考えているところでございます。 

今後におきましても、安定した農業生産体制の確立や担い手となる新規就農希望者や

農業後継者の確保など、将来にわたって持続可能な足腰の強い農業基盤を構築すること

が重要だと考えております。 

 また、林業・林産業におきましては、長引く経済不況などによりまして、造材・運材

事業、製材事業の不振や事業者の廃業等の大変厳しい状況に対しまして、林業・林産業

振興事業等の支援策によって経営の安定化を図ってきたところでございます。 

さらに、全体的に事業者や従事者の高齢化による担い手及び後継者の確保などの問題

も大きな課題となってきているところであります。 

 これらの課題に対しまして、これまで取り組んできた産業振興策に加えて、より適切

で効果的な対策を調査・検討することにより、産業の振興と雇用の創出を図るとともに、

持続可能な産業基盤の構築を目指してまいりたいと考えてございます。 

 以上申し上げまして、答弁としたしますので、御理解賜りますようお願い申し上げま

す。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 7番 春日議員。 

 

○7 番（春日隆司君） まず、自治基本条例ですが、27 年第 2 回定例会…6 月です、町

長は条例の全体を見直していきたいと。そして今年の 9 月ですね、議会に示したいと、

行程表をつくっていくと。今年の 6 月、これ副町長ですが、9 月には出したい、若干遅

れ気味、現状と課題の把握に努めていると。 

 検証という言葉を使わせていただいたのは、検証という言葉は実際に調べて証拠を辿

る、仮説を証明するということなんで検証という言葉を使わせていただいたんですが、

これまったく進んでないんじゃないですか。本当に自治基本条例って見直しする必要が

あるんですか。そこをお尋ねします。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 自治基本条例、条文がこのまま継続していくかどうかと、ここ

は制度設計の一つとしては確認をしていく必要があるんではないか。ただどうしてもで

すね、優先すべきものがこの 1 年間の中であって、一つ一つのスケジュールがずれ込ん

でしまったというのが否めないところであり、お詫びを申し上げたいと思います。いず

れにいたしましても、現在の自治基本条例がこのまま継続して条文を見直さないでいい

のか、あるいはまた見直す必要があるのかと、このへんは庁舎内のプロジェクトチーム
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の中でしっかり議論をさせていただきながら今後も進めさせていただきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7 番（春日隆司君） 時期を明示しておりますので、時期がいつを目処に見直しを議

会提案ができるのかというところを、もし今、明示できるんであればそれを一つお願い

いたします。 

 それから、手続きの話ですけども、去年の…細かな話といえばそう捉えちゃうかもし

れませんが、自治基本条例というのは最高位の条例で町の憲法ともいえるものであって、

それを見直しをするというのは、まずは町民の方に基本条例を見直しますとお知らせを

したり、積極的な情報提供、そして今どういう進捗状況になっているのかと。そして 9

月ということを理事者が言われているわけですから、これ何らかのかたちでね、やっぱ

り説明があってしかるべきことでないかなと。そういうことがない積み重ねによって、

どんどんどんどん信頼って失っていくんじゃないのかなと思うんですが、その点いかが

でしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） もっともな御意見でございます。いずれにいたしましても遅れ

たことはお詫びするとともにですね、住民の方の意見を求めるところもまだ行ってござ

いませんので、今後はそのへん速やかに対応してまいりたいと思います。なお時期等に

ついて、今、作業も含めて副町長の方から説明させていただきます。 

 

○議長（木下一己君） 副町長。 

 

○副町長（武田浩喜君） それでは私の方から自治基本条例の見直しの件について回答

させていただきます。 

 今年の 6 月に私の方から 9 月には提案したいというふうにお答えをさせていただいた

ところですが、町長冒頭申し上げたとおり作業が遅れている状況でございまして、大変

申し訳なく思っているところです。 

 今現在、春日議員仰るとおり、条文の見直しについて必要かどうかということについ

ても内部で検討しているところでございます。下川町の自治基本条例につきましては、

その条例に基づく手続き等についてほかに定めるような規定もなってございますので、

特にこれまでの間、御指摘のございました町民参加、情報の提供などについて、改めて

検証を進めながら最善の方法がどういう方法があるのかということについて進めてまい

りたいというふうに考えております。時期的なものについては速やかにというふうにお

答えしておくだけにしておきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 
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○7 番（春日隆司君） 申し訳ないというのは私に言われているんですけど、これ町民

の方にだと思うんですね。是非、今までの経過を含めて今後のところまで、何らかのか

たちでやっぱり説明責任を果たすということをやっていただければと思います。 

 それから、計画変更のルールです。これも第 1回の定例会で…3月でですね、これ元々

事業費が膨らんで…宿泊交流施設の事業費が膨らんだときに、計画変更になるんで説明

をどうでしょうかという話に対して町長は、それ一つ説明すると全部の事業が計画変更

説明しなきゃいけないからということを答弁されておりました。そんな中で、本当にそ

うなのかというところで質問したところ、町民の説明についてはルールづくりを今後し

ていきたいということを申されております。それに対しての質問でございます。総合計

画の中の手続きの問題とかではないことでございます。そんな中で、これまだルールづ

くりがされていないと思うんですけども、計画変更の場合、物事によって違うと思いま

すが、町民参加の機会、これは分かりやすい言い方をすると計画変更が確定してから町

民に説明をして参加の機会をもつと。一方で計画変更する前に町民の参加を得て、そし

て計画変更を固めるという、この二とおりがあると思いますが、町長はケースバイケー

スと仰られるかもしれませんが、町民が計画変更の前に参加をして、そして計画変更を

固めて、そしてまたそこに参加を得ると。こういう事例はどういうことが想定されます

でしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） ちょっと今思い浮かびませんけれども、これは先ほど仰ったよ

うにケースバイケースによるんじゃないかなと思います。いずれにしても町の施設整備

とかですね、あるいはまた住民の皆様に直接関わるような重要なものですとか、こうい

うようなところというのは事前に協議ですとか、一定程度計画出来てからの説明とか、

そのへんは事業内容によっても変わってくると思いますが、基本的には住民の皆様にい

ろいろ意見を聞いていくというそういう場を多くつくってまいりたいなと思っておりま

す。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 7番 春日議員。 

 

○7 番（春日隆司君） 是非、これ変わっていれば別ですけれどルールづくりを、事業

計画の場合はある程度その事業計画変更の前に町民の参加の機会を設ける。そして計画

変更案を固める。そして計画変更後に住民参加の機会があると。それで自治基本条例で

すね、意見交換をして、パブリックコメントを取って、各審議会を経てということで書

かれておりますので、それは自治基本条例に基づいて法に遵守して進めていただければ

と思います。 

 それから続いて将来展望でございます。 

 持続可能な足腰の強い農業基盤の構築、それから持続可能な産業基盤の構築というこ

とで、まとめるとそういうことだと思いますが、4年後、5年後、町長は下川町の農業ま
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たは林産業、林業、ひと言でいうとどういうイメージで描いておりますでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 当然基本は持続可能な産業構造、産業形態、産業振興になって

いくと思いますけれども、いずれにしても今、後継者対策、担い手対策、あるいはまた

新規の起業家、新規就農者、こういうようなところをしっかり確保できる、いわゆる人

材も含めてですねこれをしっかり進めてまいりたいなと思っております。 

 昨年設置いたしました産業連携会議、さらにこの 4 月からスタートさせましたタウン

プロモーション推進部のシンクタンクにつきましても、その点を十分に目標といたしま

して進めているところでございまして、御理解をいただければと思うところでございま

す。以上よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） 近未来の 3、4年後、後継者対策をやるということです。それで

一歩進んで、例えば農業において、これ現実的な話として農家の人達の負担の問題と農

家の方々の実際の問題がありますからちょっと空論的な話になるかもしれませんが、私

はでも将来的にこういう農業、こういうあるべき姿を描くという、提示をするというの

が極めて重要ではないかなというふうに思っております。そんな中で、例えば農業、4

年後、5 年後の家畜糞尿の熱電併給…地域が全部その事業に参加するということも 4、5

年後は描かれるんでないかなと思いますがいかがでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 既に家畜糞尿の利活用についてはバイオガス発電を実施して、

昨年 10月に供用開始になったということで現在順調に進んでいるところでございます。 

また今後も畜産クラスターの計画の中にもそのような大きな組織の中で進めてまいり

たいということも考えてございますので、将来展望に向けては少し夢のあるものになっ

ていくんではないかと期待されるところでございます。 

 またその一方で、農業の基本であります土づくり、ここをもう一度再認識しながら、

事業として取り組んでいくということを進めてまいりたいと考えております。それに伴

って新規就農、後継者対策、さらには将来の法人化に向けて農業が大きくビジョンづく

りができていくんではないかと思ってございますので御理解いただければと思っており

ます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7 番（春日隆司君） 3、4 年後を踏まえてですね、今回も最小限度といえばあれです

けども被害がある農家の方もおられます。そんな中で、温暖化が原因なんでしょう…非
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常に想定外の被害が出てきている。そんな中で、御案内のとおり、もうですね温暖化問

題も緩和するだけではだめだと、適応しなければいけないと、温暖化社会、温暖化の気

候に適応すると。ですから私は、こういう異常気象に適応する…どれだけできるかとい

うのはあるんですが、適応するまちづくり、適応する農業基盤整備というのが必要なん

だと思います。そういう視点で、今回被害に遭ったところも抜本的に、排水の問題とか、

高低差があるとかありますので、是非その適応するようなですね、やっぱり農業基盤整

備のあり方を考えていただきたいと思いますが、その点いかがでしょうか。お考えござ

いましたら。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） その点についても御指摘のとおりでございまして、やはりこれ

だけ自然災害が多くなってまいりますと想定できない被害の被りかたがあるのではない

かと思っています。そういう意味では、災害に強い基盤整備というのが必要になってく

るだろうと。昨今、下川町でもフルーツトマトなども半養液栽培の形態を活用しての生

産を行っておりますが、これも一定程度地上に高く設置をしているということで、水が

少し浸水しても被害を受けないというそういうようなメリットもあるようでありますの

で、こういうことも含めて基盤整備、施設整備、こういうところには関係機関にいろい

ろ働きかけしながらですね農業生産の向上に向けて努力をしてまいりたいなと思ってお

ります。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） それからその 3、4年後まで実現できるかというのはあると思う

んですが、日本の最先端の…最先端がいいというわけではないんですが、例えばＩＯＴ

ですか…例えば農業機械にコンピューターを入れてデータを解析してですね、より高収

益な農業をしていくと。担い手の問題と関わる話ですが、林業においても下川町の場合

は、川上から川下まで一体的に森林解析をして、それを分析をして、いつどこでどうい

う材があって、それをどう切り出して、それを加工にどうすると、いわゆるクラウドに

よる仕組みが構築されていると思います。これは淡々と実現していくということだと思

うんですが、農業においてもそういう情報社会、情報技術をいかした農業、これもまた

投資額がどうかかるかという問題だとか現実問題としてあるんですがね。やはりそうい

う特異性を持った農業…農業といいますか、やっぱり顔が見えるし、より収益性が上が

る、そういうことによってですね、例えば新潟なんかでやっているのは米が今まで二等

米がですね、機械に入れてそれがここは一等米に仕上がるとかね、機械の設備投資どう

するんだとかいろいろな問題があるんですが、基本的なところでそういう時代を見なが

らですね目標を立てて、そういう農業を目指していくというところが必要かと思います。 

 それから、あと林産業でございます。地元に今、林産業 7事業者ですか…ございます。 

 それで雇用も 250 ぐらいあろうかと思います。ごめんなさいこれは仮定でございます

けども。これ 3、4年後、後継者問題ありますが、町長は下川町における 7事業者、それ
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から現在挽いている 100,000㎥ぐらい、さらには製品として出している、これが 4、5年

後どういうかたちになるというふうにみておりますか。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 先ほどの農業の問題で、これから高性能の機械など導入する必

要があるだろうという話で、これ当然の潮流でございまして、最近はドローンを使って

しっかりと農業経営をやられている地域もございますので、そういうようなことも参考

にしながらですね下川町に合ったそういうような農業システムのつくり方を今後も考え

てまいりたいなと思っている次第でございます。また併せて、この 10月からまちおこし

センター「コモレビ」の方に農協が移転いたしますが、そこも産業のコアとしての施設

が一つ出来上がります。これについては将来 6 次産業化の活性化に向けてですね、いろ

んな取組をこれからしてまいりたいなと考えているところでございます。 

 また、林業、林産業については、今 7 事業者、8 工場ございますけれども、その付加

価値産業としては既に 14 者ぐらいが増えて、21 者程度が林業、林産業に関わる事業体

になってございます。そういう意味では将来展望もしっかり踏まえながらですね、今の

中心となっております 7 事業者の方々が、川上から川下という昔からいわれているこの

表現ですね、このシステム化をしっかりできるのかどうかと、そこに町が何を支援でき

るのかということを今後も考え方をまとめてまいりたいなと思っているところでござい

ます。 

 また、この 5 か年、林業、林産業の支援制度として、機械設備あるいは施設整備等に

支援をしてまいりました。5 か年の事業費だけでも 7 億 2,000 万円近くになってござい

まして、そのうち 3 割程度補助金として支出してございまして、この 4 月からも少し内

容等は変えましたけれども、併せて今後も中長期で支援できるそういう制度を推進して

まいりたいと考えている次第でございます。 

いずれにいたしましても、先ほど産業連携会議のお話もいたしましたが、様々な業種、

業態の方から情報をいただきながら、相互に後継者問題、担い手問題、それからマーケ

ットの拡充問題、こういうところをいち早くですね進めていけるように汗をかいてまい

りたいと思いますので、議会の皆さんからもいろいろと御指導をいただければ幸いかと

思う次第であります。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7番（春日隆司君） 林産業の 7事業者、8工場、これシステム化をしていくというこ

となんですが、御案内のとおりこれあくまで民業でございます。一部森林組合が入って

おりますので完全な民業とはいえないかもしれませんが、これシステム化するに当たっ

て、町がどのように関与していくのか。これは民業だということで民業に全て委ねるの

か。または町が積極的に関与するのか。消極的な関与なのか…言葉でいうとですね。そ

のへんいかがでしょうか。 
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○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） その度合い…どこまでが積極的で、どこまで消極的かというボ

ーダーが難しいところでございますけども、いずれにいたしましても私どもとしても危

機感を持ってございますので、基本的には経済活動ですので民間事業者の方々が自分達

が率先をして活動を行っていくということが基本ですが、しかしそれだけではやはり将

来不安なところもございますでしょうし、また後継者問題というところもありますので、

町が出来る限りのサポートを考えてまいりたいなと思っている次第であります。 

また、マーケットの拡充についても、やはり町内事業者の方々が外に向けて商品、製

品を販売しやすい、そういうような仕組みに対してのですね支援をさせていただければ

と思っています。さらに町外事業者の方々が町内の企業とのコラボレーションをつくっ

ていきたいというものがあった場合には、将来そういう企業立地、企業誘致というのも

受け皿づくりとして進めてまいりたいなと考えている次第でございます。以上でござい

ます。 

 

○議長（木下一己君） 春日議員。 

 

○7 番（春日隆司君） それでは最後に、課題を抽出するための産業連携会議、さらに

はいろんな研究調査というのがございます。そんな中で、何か手段が目的化しないよう

に、あくまで目的というのがございますので、その組織をつくって意見を聞く、それは

あくまで手段であって、目的のための手段であるわけでございます。是非その手段が目

的化しないようにお願いしたいなと思うのと、総合戦略…昨年立てましたけども、これ

今現在、町長のお考えとして確実に総合戦略これ目標達成できるというお考えでしょう

か。以上質問して終わります。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 計画も総合戦略も達成できるから掲げたものであります。しか

し時間が経過した中で、先ほどのスクラップアンドビルドというのは、これどこの地域

でもどこの事業者でも出てくる問題であります。計画と総合戦略というのが思いどおり

に 100％いくとは限りませんけれども、立てた以上はそれに向かってですね全職員一丸

となってですね進めてまいりたいと、こういう強い決意を持っておりますので御理解を

いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） これで春日議員の質問を閉じます。 

 次に、質問番号5番、5番 大西 功 議員。 

 

○5番（大西 功君） 本日の一般質問、私が最後でございます。よろしくお願いしたい

と存じます。 

私の今回の一般質問は、昨年9月に私が質問した事項と重なるところもあり、一部追跡
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質問のようなかたちにもなりますが、安心安全なまちづくりとして大切なことだと思い

ますので、しつこく質問をさせていただきたいと思います。 

昨年9月の一般質問で、私は「北町の木工場、また木炭工場の火災で、周辺には消火栓

がそれぞれ一つしかない、規模に応じて消火栓を増設する必要があるのではないか。」

というような質問に対して、町長の答弁は「消防小型ポンプによる河川の自然水利での

給水及び中継による消化活動と消火栓の老朽化に伴う計画的な更新整備と必要箇所への

重点的な強化を含め、全町的な消防水利の充実強化を図っていく。」との答弁がござい

ました。また、税務住民課長からは「今後、全体的に消火栓を増設できるところは増設

する。また、必要とするところでなおかつ消火栓の増設が難しい場合、そういったとこ

ろには防火水槽を増設するというような、そういう計画をもって今後全町的な消防水利

の強化を進めていくというところでございます。」との答弁がございました。 

あれから一年が経過いたしました。現在の全町的な消防水利の強化の進捗状況など、

どうなっているのかお聞きします。以降の質問については自席にてお聞きします。よろ

しくお願いします。 

 

○議長（木下一己君） 答弁を求めます。 

町長。 

 

○町長（谷 一之君） 大西議員の御質問「安心安全なまちづくりにおける防災体制」

についてお答えいたします。 

本町においては、町民の生命と財産を守り、安全で安心な暮らしを確保するため、災

害予防や危機管理に対する意識啓発、防災訓練の実施、道路や河川の整備、通信設備や

各施設の充実を図るなど、総合的に防災対策を講じているところでございます。 

このような中、一つ目の御質問でございますが、「消防水利強化の進捗状況」について

です。 

国の定めた「消防水利の基準」により、町内に消火栓 112基・防火水槽 34基を設置し

ており、平成 27年度から老朽化した消火栓の更新を逐次実施しているところであります。 

前回御指摘のありました、北町地区の消火栓については、設置当時…これは昭和 61年

でございますが、75㎜の配水管が取り付けられておりましたが、その後、御料橋側に 200

㎜配水管が埋設されたことから、今年度において 200 ㎜の配水管に新規で消火栓を布設

する予定でございます。なお、新規の消火栓については、消防ポンプ車両 2 台が使用で

きる双口型の消火栓を敷設いたしまして、更新と併せて消防水利の強化を図っていると

ころでございます。 

 以上、答弁とさせていただきますので、よろしくお願いいたします。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 5番 大西議員。 

 

○5番（大西 功君） 一年経ってやっとかという感はありますけども、北町の木工場周

辺だけじゃなくて、ほかの木工場や新しくできた住宅地区にも、もし火災が起きたら水

利は足りているかなどの検証をしながら、今後も早期に進めていただきたいと思うとこ



 

60 

 

ろでございます。 

 二つ目の質問に移ります。 

 去る6月29日に、一の橋にある特用林産物栽培研究所で火災がありました。幸い大きな

火災とならずに済みましたけども、それでも被害額は相当なものでございました。 

 一の橋市街の消火栓事情をいいますと、町内北町地区と同じく、消火栓に直接繋がっ

ている水道本管はとても細いんですね。町内の水道本管は一番太いところで…先ほど町

長もいわれました200㎜…20㎝の本管だと聞いています。一の橋の水道管に繋がっている

消火栓に消防車を繋いで水を上げるとなると満足な水量が得られず、消化活動にも大き

な支障をもたらします。かといって太い水道本管に移設して消火活動をしたとするなら

ば、一の橋の浄水場の水が空っぽになってしまうという話を聞きます。ならば水を溜め

ておける防火水槽の増設を考えてみてはどうか。町の財産でもある施設も含め、一の橋

地区の町民の財産を守るため、早急な対応が必要かと思いますが、町長はどうお考えで

すか。お聞きします。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 御質問の「特用林産物栽培研究所の防火水槽の設置」でござい

ますけれども、確認しましたところ使用できる防火水槽があると判断してございます。 

ですから、防火水槽を全町的に整備した当時から、かなりの年数が経過しているとい

うことを承知してございますので、将来の土地利用計画も含めてですね、必要箇所の調

査・検討を進めて増設に向けた取組を展開してまいりたいと、このように考えてござい

ますので御理解いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） 5番 大西議員。 

 

○5番（大西 功君） その研究所の東側に防火水槽があるとお聞きしました。その防火

水槽の容量は約40ｔ、正確には40ｔまでには満たない35～36ｔだったという話を聞いて

ますけども、この40ｔ…どれだけで空っぽになるかといいますと、消防車にそれを繋ぎ

まして65㎜のホースで大体6㎏ぐらいの水圧で放水しますと、約1分で1ｔなくなります。 

といいますと大体40分ぐらいで空っぽになってしまうというような状況に陥るわけで

ございます。そういうことを踏まえて考えますと、施設の規模に応じて増設もやはり考

えなければならないと思います。 

 町長の答弁によりますと、調査・検討を進め、増設に向けた取組をこれからも進めて

いくということでございますので、この件についてもこれ以上の質問は避けますけども、

先日、一の橋地区の住民懇談会もあったと思われます。その中で防火に対しての不安な

意見もあったのではなかろうかと思います。特用林産物の研究所施設周辺だけではなく、

市街地の調査も抜かりなく実施していただきたいと思います。 

 続いて三つ目の質問に移ります。 

 北海道各地で甚大な被害をもたらした台風10号、下川町でもかなりの被害があったわ

けですけども、早急に防災対策本部を立ち上げ、町職員の皆さんも昼夜を問わずパトロ
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ール、情報収集、排水作業などに御尽力されたことは大変評価できるものと感じており

ます。 

 昨年9月の一般質問で、町民の避難場所、避難経路などを記したハザードマップの見直

しについても質問させていただきました。町長の答弁は「今後においてまた全国的な大

雨の状況も年々変わってきておりますので、そういった災害の状況もいろいろ取り入れ

ながら、今後適時必要な改正を行ってまいりたいと考えています。」とのことでした。 

町長の言うとおり、ここ数年間の日本、北海道の雨の降り方がどうも変わってきたよ

うな気がします。町が見直しについてまだ手を付けていないとは考えにくいのですが、

これについても進捗状況をお聞きいたします。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 御質問の「ハザードマップの見直し」を中心にした質問でござ

いますけれども、ハザードマップにつきましては、災害時の避難場所や災害時に危険と

なる箇所をまとめたものでございまして、現在の「下川町洪水ハザードマップ」につい

ては、名寄川流域において概ね100年に一度の大雨を想定したものでございます。 

洪水浸水想定区域につきましては、名寄川の堤防が決壊した場合に浸水する箇所を示

すなどして、平成24年度の時点で作成をしてございます。 

下川町洪水ハザードマップでの避難所の指定については、地域防災計画で示している

全町 22か所のうち、洪水時における避難対応が可能な施設として 13か所を指定してい

るところでございます。避難所の指定などについて、現実的ではないとの意見がいろい

ろございますので、皆様の御意見を踏まえて、今後見直しを実施してまいりたいと考え

ています。 

現在、国におきましては 100年に一度の降水量などの基準の見直し作業が行われてい

るところでございまして、それらの基準変更の進捗状況を加味しながら、国の計画と整

合性を図って地域住民の皆様に御協力をいただき、「災害時に、自身の身の安全を守る行

動」に最大限役立つよう、より現実的で、より安全が確保できるものに見直してまいり

たいと考えているところでございます。 

 午前中の答弁でも申し上げましたけども、自主組織あるいはまた町が今後展開してい

かなければならないこと、様々なことを考えてですね、住民の皆様に周知をしてまいり

たいと考えてます。 

 現在も敬老会が実施されてございますけれども、その中におきましても、この台風に

おける大雨被害の状況や、また、今後の皆さんの意識の持ち方なども御挨拶の中でさせ

ていただいているところでございまして、このようなかたちでいろいろな手を使いまし

て広く周知を今後してまいりたいと考えてございますので、御理解いただければと思い

ます。よろしくお願いします。 

 

○議長（木下一己君） 大西議員。 

 

○5番（大西 功君） ただ今の答弁で、国が基準変更をするということですけども、こ
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の基準変更の進捗状況を加味し、国の計画と整合性を図りながらというような答弁がご

ざいましたけども、これが成さらなければ下川では何もできないというか、ハザードマ

ップを新たにこれだというものができないというようなお考えなんでしょうか。 

 

○議長（木下一己君） 税務住民課長。 

 

○税務住民課長（長岡哲郎君） お答えいたします。下川町洪水ハザードマップ、そし

てその上に立つ地域防災計画、これらについては国の災害基本法に則りながら北海道の

計画、そして国の計画等々と整合性を取りながらやってきているものでございます。た

だ、国の言うとおり、道の言うとおりにやっていれば、避難するときに安全に避難でき

るかといったらそういうわけではありませんので、やっぱり現場の地域住民の皆さんが

どういうふうに避難するか、現場が最重視だと思います。 

 今、ハザードマップでいわれている避難所、町長言いましたけども13か所については、

名寄川が決壊したと…大災害だと思います。そのときに例えばですけども、下川町内で

あれば役場の庁舎まで水が付くような状況が予想されます。上名寄地区においても国道

まで水が付くという状況の中で、前回24年にハザードマップをつくったときには、移送

手段で町内まで運ぶというようなことを想定して…それがいろいろ内水氾濫だとか小さ

い氾濫のときにもそこへ行かなきゃならないのかというような、なかなか普及啓発と説

明がうまくいってなかったのかなというふうにも思います。今後ですね、ハザードマッ

プを作成していく上では、大きな災害、国が今100年に一度という想定は、下川町内では

3日間に244㎜以上の雨が降ることを想定したものです。これの見直しが今行われており

まして、来年の3月を目途に見直しの数字が出てくるのではないかということでございま

すので、大きな災害プラス今後は名寄川等々の樋門が閉まった場合に内水氾濫等々も懸

念されますので、そういった一地域、一集落といったような細かい避難みたいなところ

も対応できるようなかたちで、国の各関係機関とも連携してやらなければいけないとい

うところも重要視しながら、現場を重視した見直しをしていきたいと考えております。 

 

○議長（木下一己君） 大西議員。 

 

○5番（大西 功君） 分かりやすい答弁ありがとうございます。 

 平成24年に改訂したハザードマップはですね、専門家も加わって検討し作成されたも

のだったのでしょうか。そこを教えてください。 

 

○議長（木下一己君） 税務住民課長。 

 

○税務住民課長（長岡哲郎君） 当時、担当はしておりませんでしたけれども、各関係

機関のアドバイスをいただきながら、専門のコンサル等々の意見も入れながら策定をし

たというふうに引き継いでおります。 

 

○議長（木下一己君） 大西議員。 
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○5番（大西 功君） 専門のコンサル等の方の意見もということで、無料というわけに

はならないと思います。確かに結構な予算を投じてのハザードマップの作成だったと思

います。それが4年間で見直し作業というようなかたちになっていくわけでございますの

で、今後ですね長いスパンで、これは町民の皆さん安心してください、この避難所は大

丈夫ですよというような、そんなようなハザードマップの作成をしていただきたいと思

います。 

現在のハザードマップで、先ほどの答弁でございましたけども、下川町で指定してい

る避難所は13か所ですね。そのうち公区会館のような平地での一階建ての避難所が8か

所。堤防が決壊したとの想定となると、一階建ての避難所は避難所としての役目を果た

せないところもあるんじゃなかろうかと思われます。洪水のときにはとにかく高い所へ

避難していただく誘導が大切なんじゃなかろうかと思います。洪水想定では避難所の役

目も大きく変わると思います。現在のハザードマップに目を通してみますと、例えば末

広会館、新町会館には水がこない想定になってございます。洪水想定でもそのまま末広

会館、新町会館などは避難所として生きている状態になっているわけでございますけど

も、地域住民の方は果たして本当に安心してそこへ避難しますでしょうか。もう一つ、

上名寄第一、第二、第三公区の避難所は桜ヶ丘アリーナになってますけども、町内市街

地のほとんどの方も高い場所にある桜ヶ丘アリーナに避難してくると思います。そうい

った不可思議な点があるからこそ、今回の見直しに繋がっていくんではないかと思いま

すけども、先の消火栓、防火水槽などと同様、動き始めるのが若干遅いような気がしま

す。まだ台風は…今日天気予報を見ますと台風16号が沖縄付近にあります。通年台風と

いうのは20何号かまで大体発生するわけでございますけども、まだ16号です。これから

もまだまだ北海道を直撃といった台風が来る可能性がないとはいえないと思いますの

で、災害対策本部を素早く立ち上げて、本当に堤防決壊の危機が迫ったときに、見直し

必要なハザードマップを基に避難誘導されると、そう思うと恐怖さえ覚えてしまいます。

町民の安心安全のために一日も早い新しいハザードマップ作成に御尽力していただきた

いと思います。 

私の今回の一般質問は、昨年の一般質問の追跡質問というか調査質問ということで、

多少短めに仕上がってございます。最後に、町長これいつやってくれますかというよう

な質問をしてみたいところでございますけれども、やはりこればかりではなくて、各課

の皆さん方もお忙しいのも重々承知してございます。来年の9月に私がまた同じような質

問をしなくてもいいように早期に実現していただきたいと思います。消火栓にしても防

火水槽にしても、町民の生命と財産を守るための対策はいくら早くてもいいんです。ス

ピードを持って今後も問題箇所を見極めて素早い対応ができますよう御尽力していただ

きたいと切に思うところでございます。私の質問もスピードを持ってこれで終わりたい

と思いますけども、最後に町長何かあればお聞きして閉じたいと思います。 

 

○議長（木下一己君） 町長。 

 

○町長（谷 一之君） ありがとうございます。私どもはその生命と財産をしっかり町
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民から守っていくというそういう使命を抱きながら、今後も改善すべきところは速やか

に進めてまいりたいと考えてございます。いずれにしても町民の皆様に的確な情報発信

をしてですね、避難する際にはどういうような方法で避難ができるか、あるいはまた地

域の中で相互扶助的に互いに命を助け合うというそういうところも少し周知、喚起をし

ながらですね、今後も進めてまいりたいと考えている次第であります。 

 さらに、サンルダムが29年度から30年度に1年延びてございますので、またこの際には

河川の水位等の計画も変わってくるかと思います。そういう意味ではこういうときにも

またいろいろと改変をしていかなければならない時期がくるんでないかと思ってますの

で、そういう点も見据えながらですね、今後も進めてまいりますので御理解をいただけ

ればと思います。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） これで大西議員の質問を閉じます。 

 以上で一般質問を終わります。 

 ここで、15時 40分まで休憩といたします。 

 

 

休 憩  午後 ３時２５分 

 

再 開  午後 ３時４０分 

 

 

○議長（木下一己君） 休憩を解き、会議を再開いたします。 

日程第 6 議案第 1号「下川町除雪費用の補助に関する条例」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第１号 下川町除雪費用の補助に関する条例の制定につい

て、提案理由を申し上げます。 

 本案は、居宅における自力による除雪が困難な者に対し、除雪費用の一部を補助し、

これら世帯の経済的負担の軽減を図るとともに、冬期間の在宅福祉の向上に資すること

を目的として条例を制定するものであります。 

条例の主な内容につきましては、市町村民税が非課税の後期高齢者世帯、障害者世帯、

ひとり親世帯等に対し、1 万 6,000 円を上限として、対象範囲における除雪費用の 3 分

の 2 を補助するために必要な対象者、対象となる経費、手続き等を規定しているところ

であります。 

 以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 
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 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 ただ今、議題となっております議案第 1号は、総務産業常任委員会に付託いたします。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 7 議案第 2 号「下川町行政財産使用料条例の一部を改

正する条例」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 2 号 下川町行政財産使用料条例の一部を改正する条例

について、提案理由を申し上げます。 

本案は、地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、本条例におきまして関係す

る条項について、一部改正を行うものであります。 

主な改正内容につきましては、行政財産を貸付けすることができるものとされたこと

に伴い、引用条文について所要の改正を行うものであります。 

 以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。なお、詳細につきましては、担当課長に説明させますので、 よ

ろしくお願いいたします。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 総務課長。 

 

○総務課長（蓑谷省吾君） 議案第 2 号 下川町行政財産使用料条例の一部を改正する

条例につきまして、事前に配付させていただきました議案第 2 号説明資料の新旧対照表

で説明させていただきます。 

 平成 18年度に地方自治法の一部が改正されたことに伴い、本来であれば条例の改正を

行わなければならないところを行っておりませんでしたので、今回の条例の一部改正を

お願いするものであります。 

 内容といたしましては、行政財産の管理及び処分について規定する「地方自治法」第

238 条の 4 が改正され、新たに 3 項が追加されましたことに伴い、条例で引用しており

ました「地方自治法第 238条の 4第 4項」が繰り下がり、「第 7項」となったことに伴い、

改正をするものであります。 

 次に、条例の第 7 条では、使用料の還付について規定しておりますが、同じく新たな

3 項が追加されましたことに伴い、引用していた「地方自治法第 238 条の 4 第 6 項」が

繰り下がり、「第 9項」となりましたので、条例の改正をし、法律との整合性を図るもの

であります。 

 本来、法律の改正のときに合わせて条例改正をしなければならなかったのですが、遅

れて今回改正することになりましたことにお詫びを申し上げます。なお、ほかにも同じ
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ような事案がないか現在各課において精査を行っておりますことを御報告申し上げ、説

明とさせていただきます。よろしくお願いします。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論に入ります。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） ないようですので、次に、原案に賛成者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第 2号を採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

 

（賛成者起立） 

 

○議長（木下一己君） 起立多数です。 

 したがって、議案第 2号は、原案のとおり可決されました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 8 議案第 3 号「下川町公の施設の設置及び管理に関す

る条例の一部を改正する条例」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 3 号 下川町公の施設の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例について、提案理由を申し上げます。 

本案は、産業・情報・交流拠点の創出に向けて整備を進めています「下川町まちおこ

しセンター」を公の施設として設置及び管理を行うため、必要な条例の改正を行うもの

であります。 

 まちおこしセンターは、地場産業の振興を支える産業の拠点として、まちの情報を総

合的に発信し、にぎわいを創出することにより、地域経済の発展及び中心市街地の活性
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化に繋げることを目的に設置するものであり、条例中の別表に、まちおこしセンターの

設置目的、使用料など必要な事項を追加するものであります。 

以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 ただ今、議題となっております議案第 3号は、総務産業常任委員会に付託いたします。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 9 議案第 4 号「下川町介護予防生活支援事業条例の一

部を改正する条例」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 4 号 下川町介護予防生活支援事業条例の一部を改正す

る条例について、提案理由を申し上げます。 

 本案は、先に今定例会の議案第 1 号で提案しております、下川町除雪費用の補助に関

する条例の制定に伴い、下川町介護予防生活支援事業条例における除雪サービス事業に 

該当する部分を削除するものであります。 

 以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 ただ今、議題となっております議案第 4 号は、関連がありますので総務産業常任委員

会に付託いたします。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 10 議案第 5号「議会の議決に付すべき財産の取得につ

いて」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 
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 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 5 号 議会の議決に付すべき財産の取得について、提案

理由を申し上げます。 

 本案は、予定価格が 700万円以上となった契約につきまして、「議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例」第 3 条の規定に基づき、議会の議決を求め

るものであります。 

 本財産の取得につきましては、情報システム強靭化向上モデル事業に基づき、外部イ

ンターネットと接続する端末ほか周辺機器を購入するものであります。 

同事業は、平成 27年 5月に発生した、年金機構の端末が外部インターネットを通じて

ウイルスに感染し被保険者の個別情報が流失したことを受けて、全国市町村のインター

ネットに接続する端末の情報セキュリティを強靭化するものです。 

8月 10日に開催いたしました物品購入検討委員会におきまして、本物件の購入業者に

ついて検討した結果、端末の接続に係る各種設定、役場内ネットワーク設定並びに外部

インターネットを接続しているサーバーのセキュリティ設定を一体的に作業する必要が

あることから、ネットワーク及びサーバーの保守管理を委託している「株式会社ＨＤＣ」

のこれまでの業績を勘案し、随意契約を行うものです。 

 以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論に入ります。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） ないようですので、次に、原案に賛成者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第 5号を採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 
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（賛成者起立） 

 

○議長（木下一己君） 起立多数です。 

 したがって、議案第 5号は、原案のとおり可決されました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 11 議案第 6 号「平成 28 年度下川町一般会計補正予算

（第 4号）」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 6号 平成 28年度下川町一般会計補正予算（第 4号）に

ついて、提案理由を申し上げます。 

 本案は、平成 28年度一般会計の第 4回目の補正予算でありまして、歳入歳出にそれぞ

れ 1億 4,808万円を追加し、総額を 59億 1,248万円とするものでございます。 

 今回の補正の要因につきましては、新たな施策によるもの、補助採択によるもの、大

雨被害によるもの、緊急を要するもの等によるものでございます。 

 主な補正予算の概要を申し上げますと、民生費では、今年度から新たに実施する除雪

費用の補助金を。 

衛生費では、簡易水道事業特別会計への繰出金を計上しております。 

 農林業費では、営農指導員採用による賃金等の経費、施設園芸ハウス増設事業補助金、 

秀品率向上対策事業補助金を計上しております。 

商工労働費では、快適住まいづくり促進事業補助金、民間賃貸住宅建設促進事業補助

金、中小企業振興事業に係る報償費及び補助金、まちおこしセンター管理に係る経費等

を計上しているところであります。 

教育費では、学校及び共同調理場で使用する備品購入費を。 

給与費では、退職手当組合負担金の 3年に一度の精算等に係る納付金を。 

災害復旧費では、7 月 31 日から 8 月 23 日までの低気圧及び台風の大雨による被害箇

所復旧に係る経費を計上しております。 

なお、これらの財源といたしまして、地方交付税、国庫支出金、諸収入などを計上し

ております。 

また、平成 28年度の普通交付税の額がこのほど決定いたしましたので、その内容を御

報告申し上げます。 

今年度の交付決定額は 24億 6,824万 6,000円で、昨年実施された国勢調査人口の置き

換えなどにより、前年度対比 2.3％減で、5,727万 1,000円の減額となりました。当初予

算で計上しております 23億 5,000万円に対し、1億 1,824万円の増となりましたことか

ら、増額計上しております。 

第 2 条の債務負担行為補正につきましては、民間賃貸住宅建設促進事業で、2 か年で

建設を行うことに伴う平成 29年度分の補助金を追加するものでございます。 

第 3 条の地方債補正につきましては、臨時財政債の発行可能額確定による変更となっ

ております。 
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以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 ただ今、議題となっております議案第 6号は、総務産業常任委員会に付託いたします。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 12 議案第 7 号「平成 28 年度下川町下水道事業特別会

計補正予算（第 2号）」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 7号 平成 28年度下川町下水道事業特別会計補正予算（第

2号）について、提案理由を申し上げます。 

 本案は、平成 28 年度下川町下水道事業特別会計の第 2 回目の補正予算でありまして、

歳入歳出それぞれ 45万円を追加し、総額を 1億 7,665万円とするものであります。 

補正の概要を申し上げますと、歳出につきましては、公共下水道費で、退職手当組合

負担金を増額計上するほか、消費税額の確定に伴い公課費を増額計上しております。 

なお、歳入では、歳出の補正増に伴い、一般会計繰入金を増額計上しております。 

 以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論に入ります。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） ないようですので、次に、原案に賛成者の発言を許します。 
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（な し） 

 

○議長（木下一己君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第 7号を採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

 

（賛成者起立） 

 

○議長（木下一己君） 起立多数です。 

 したがって、議案第 7号は、原案のとおり可決されました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 13 議案第 8 号「平成 28 年度下川町簡易水道事業特別

会計補正予算（第 2号）」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 8号 平成 28年度下川町簡易水道事業特別会計補正予算 

（第 2号）について、提案理由を申し上げます。 

  本案は、平成 28年度簡易水道事業特別会計の第 2回目の補正予算でありまして、歳入

歳出それぞれ 493万円を減額し、総額を 1億 2,083万円とするものであります。 

補正の概要を申し上げますと、歳出につきましては、総務管理費で、退職手当組合負

担金を増額計上するほか、消費税額の確定に伴い公課費を減額し、建設事業費では、下

川浄水場建設基本計画策定事業に係る委託料を減額計上しております。 

また、災害復旧費で、8月 20日からの大雨被害に伴い、一の橋浄水場取水管理道等の

復旧経費を計上しております。 

なお、歳入では、歳出の補正減に伴い、基金繰入金を減額するほか、一般会計繰入金

を増額計上し、災害復旧費に充当しております。 

第 2表の継続費につきましては、平成 28年度を初年度とする 2か年計画の継続事業と

して、総額 1,206 万円で設定していました下川浄水場建設基本計画策定事業について、

サンルダムの完成期限が 1年延長になることから、一旦廃止するものでございます。 

以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 1番 近藤議員。 

 

○1番（近藤八郎君） 今の提案理由で、2か年の継続事業としてサンルダムの関係…浄
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水場の基本計画の策定ですが、これはサンルダムの分が 1 年延びたことによって、一旦

廃止するということをしなきゃならない理由をもっと明確に教えていただけませんか。 

 

○議長（木下一己君） 建設水道課長。 

 

○建設水道課長（杉之下正樹君） 策定委託料につきまして、今回の補正減及び継続費

の廃止に伴いまして、浄水場の建設計画につきましては 1年延長し、平成 29年度から平

成 30 年度に基本計画、平成 31 年度に認可申請、平成 32 年度に実施設計、平成 33 年度

から平成 35年度にかけて建設工事に予定を変更いたしました。 

 基本計画につきましては、ダムが完成した時点で水質検査等そういうものを経て、認

可申請に向かうための 2 年間でございまして、ダムの完成に合わせて変更するものでご

ざいます。以上でございます。 

 

○議長（木下一己君） ほかに質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論に入ります。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） ないようですので、次に、原案に賛成者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第 8号を採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

 

（賛成者起立） 

 

○議長（木下一己君） 起立多数です。 

 したがって、議案第 8号は、原案のとおり可決されました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 14 議案第 9 号「平成 28 年度下川町介護保険特別会計

補正予算（第 2号）」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 
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○町長（谷 一之君） 議案第 9号  平成 28年度下川町介護保険特別会計補正予算（第

2号）について、提案理由を申し上げます。 

  本案は、平成 28 年度介護保険特別会計の第 2 回目の補正予算でありまして、「介護保

険事業勘定」では、歳入歳出にそれぞれ 48万円を追加し、歳入歳出総額を 4億 4,091万

円とするものであります。 

補正予算の概要を申し上げますと、歳出につきましては、退職手当組合負担金及び還

付金を増額計上し、歳入につきましては、繰入金を増額計上しております。 

  次に「介護サービス事業勘定」では、歳入歳出にそれぞれ 129 万円を追加し、歳入歳

出総額を 2億 9,958万円とするものであります。 

補正の概要を申し上げますと、歳出につきましては、退職手当組合負担金を増額計上

し、歳入につきましては、繰入金を増額計上しております。 

以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論に入ります。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） ないようですので、次に、原案に賛成者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第 9号を採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

 

（賛成者起立） 

 

○議長（木下一己君） 起立多数です。 

 したがって、議案第 9号は、原案のとおり可決されました。 
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○議長（木下一己君） 日程第 15 議案第 10号「平成 28年度下川町国民健康保険事業

特別会計補正予算（第 2号）」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 10 号 平成 28 年度下川町国民健康保険事業特別会計補

正予算（第 2号）について、提案理由を申し上げます。 

 本案は、平成 28年度国民健康保険事業特別会計予算の第 2回目の補正予算でありまし

て、歳入歳出それぞれ 23万円を追加し、総額を 5億 9,267万円とするものであります。  

 補正の概要を申し上げますと、歳出におきまして、一般管理費で、退職手当組合負担

金を増額計上するとともに、額の確定により、療養給付費国庫負担金等の償還金を計上

し、財源調整のため基金積立金を減額計上しております。                                         

歳入につきましては、平成 30年度からの国保制度改正による国民健康保険制度関係業 

務準備事業費補助金を計上し、一般管理費の増額に伴い、一般会計繰入金を増額計上し

ております。 

以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。なお、詳細につきましては、担当課長に説明させますので、よ

ろしくお願いいたします。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 保健福祉課長。 

 

○保健福祉課長（栗原一清君） 説明させていただきます。議案第 10 号 平成 28 年度

下川町国民健康保険事業特別会計補正予算（第 2 号）について、御手元に配付されてお

ります議案第 10号説明資料により御説明申し上げます。 

 今回の補正予算の主な要因につきましては、退職手当組合負担金の増額及び過年度分

国庫支出金等の返納金に伴う補正でございます。 

 まず歳出でございますが、一般管理費で 2 万円の計上でございます。これにつきまし

ては、退職手当組合の負担率の変更に伴う計上でございます。 

 次に、基金積立金で 1,882 万円の減額計上でございますが、財源調整によるものでご

ざいます。 

 次に、償還金で 1,903万円の計上でございます。これにつきましては、平成 27年度の

療養給付費等負担金、特定健康診査等負担金、退職者医療交付金の精算で、返納金とし

て計上であります。 

 次に、歳入ですが、平成 30年度国民健康保険制度改正に向けて準備していくシステム

改修で、国庫補助金で 21万円の計上でございます。 

 次に、一般会計の 2万円の計上に伴い、一般会計繰入金を計上するものであります。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 
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 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論に入ります。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） ないようですので、次に、原案に賛成者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第 10号を採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

 

（賛成者起立） 

 

○議長（木下一己君） 起立多数です。 

 したがって、議案第 10号は、原案のとおり可決されました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 16 議案第 11号「平成 28年度下川町病院事業会計補正

予算（第 1号）」を議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 議案第 11 号 平成 28 年度下川町病院事業会計補正予算（第 1

号）について、提案理由を申し上げます。 

 本案は、収益的収入及び支出において、病院事業収益を 444 万円増額し、収入総額を

5 億 1,995 万円とし、支出におきましては、病院事業費用を 2,459 万円増額し、支出総

額を 5億 6,787万円とするものであります。 

 補正の概要を申し上げますと、収入では、特別利益の過年度損益修正益において、固

定資産に係る修正として増額補正するものであります。 

支出におきましては、医業費用の給与費において、退職手当組合負担金及び過年度損

益修正損を増額補正するものであります。  

 次に、資本的収入及び支出でありますが、収入では、他会計負担金を 70 万円増額し、

収入総額 472 万円とし、支出におきましては、資産購入費を 139 万円増額し、支出総額

を 813万円とするものであります。 
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補正の概要を申し上げますと、器械備品購入費として、カートリッジ式ガス滅菌器を

更新するため、増額計上するものであります。 

以上申し上げまして、提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御協賛のほ

どお願い申し上げます。なお、詳細につきましては、事務長に説明させますので、よろ

しくお願いします。以上です。  

 

○議長（木下一己君） 町立病院事務長。 

 

○町立病院事務長（田村泰司君） 議案第 11 号 平成 28 年度下川町病院事業会計補正

予算（第 1号）につきまして、御手元に配付されております議案第 11号説明資料の補正

予算概要書により御説明申し上げます。 

 まず、収益的収入及び支出における補正要因といたしましては、固定資産台帳の固定

資産に係る過年度分の修正によるもの及び退職手当組合負担金の精算による補正でござ

います。 

 補正の内容といたしましては、はじめに収益的収入では、特別利益におきまして、過

年度損益修正益として 444 万円を増額補正しております。内訳といたしましては、制度

改正により、先にリース資産への移行を行い、固定資産台帳の調整を行ったところでご

ざいますが、この度、決算時に再精査を行ったところ不足がありましたので、器械備品

分、それからリース資産分を調整するため、増額補正を行うものでございます。 

 次に、収益的支出では、医業費用の給与費におきまして、退職手当組合負担金として

1,699 万円の増額を計上しております。内訳といたしましては、一般会計ほか他の会計

と同様の理由でありますが、退職手当組合負担金の 3 年に一度の精査に伴いまして、追

加負担金等を支出するための補正を行うものであります。 

 次に、特別損失、過年度損益修正損におきまして 760万円を増額計上しております。 

 内訳といたしましては、先ほど収入補正で申し上げましたとおり、固定資産台帳の再

精査によりまして、器械備品分、リース資産分の調整を行うために 430 万円を増額補正

するものであります。また、2月分、3月分の国保、社保の診療報酬の過誤、返戻分の確

定によります調定の減額分 330万円の補正も併せて行うものであります。 

 次に、2ページ目を御覧いただきたいと思います。 

 資本的収入及び支出の補正要因といたしましては、器械備品購入による補正でござい

ます。 

 はじめに、資本的収入では、負担金、一般会計負担金で 70万円を増額計上しておりま

す。内訳といたしましては、器械備品購入費 139万円の 2分の 1の額ということで 70万

円を補正するものであります。 

 続きまして、資本的支出の建設改良費、資産購入費 139万円を増額計上しております。 

 内訳といたしましては、蒸気高圧滅菌ができないプラスチック製ホース等の滅菌にガ

ス滅菌器というものを使用しておりましたが、取得から 23年が経過し、経年劣化等によ

り不具合が生じておりまして、交換部品もなく修理不可能ということですので、この度、

ガスの取扱いが簡単なカセットボンベ式といいますか…カートリッジ式全自動ガス滅菌

器に更新するため 139万円を増額補正するものであります。 
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 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論に入ります。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） ないようですので、次に、原案に賛成者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第 11号を採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

 

（賛成者起立） 

 

○議長（木下一己君） 起立多数です。 

 したがって、議案第 11号は、原案のとおり可決されました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 17 認定第 1 号「平成 27 年度下川町各種会計歳入歳出

決算認定について」及び、日程第 18 認定第 2 号「平成 27 年度下川町公営企業会計決

算認定について」を一括議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 認定第 1号 平成 27年度下川町各種会計歳入歳出決算認定及び、 

認定第 2号 平成 27年度下川町公営企業会計決算認定について、一括して提案理由を申

し上げます。 

 両案は、「地方自治法」第 233条第 3項の規定に基づき、平成 27年度下川町一般会計、

下川町下水道事業特別会計、下川町簡易水道事業特別会計、下川町介護保険特別会計、 

下川町国民健康保険事業特別会計及び下川町後期高齢者医療特別会計の歳入歳出決算認

定と、「地方公営企業法」第 30条第 4項の規定に基づき、平成 27年度下川町病院事業会
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計について、監査委員の意見を付けて議会の認定に付するものであります。 

 その内容について申し上げますと、まず一般会計につきましては、歳入額 59億 2,146

万 6,000円、歳出額 57億 8,858万 9,000円で、差引残額 1億 4,287万 7,000円となりま

すが、継続費逓次繰越額 168万 1,000円及び繰越明許費繰越額 1,322万円を控除し、6,400

万円を決算積立として積立ていたしまして、残る 6,397万 6,000円を平成 28年度に繰り

越すものでございます。 

 下水道事業特別会計においては、歳入額 2億 2,242 万 3,000円、歳出額 2 億 1,893 万

7,000円で、差引残額 348万 6,000円を平成 28年度に繰り越すものでございます。 

 簡易水道事業特別会計においては、歳入額 9,423 万 4,000 円、歳出額 8,874 万 7,000

円で、差引残額 548 万 7,000 円となり、このうち 275 万円を決算積立とし、残る 273 万

7,000円を平成 28年度に繰り越すものでございます。 

 介護保険特別会計においては、介護保険事業勘定で、歳入額 4 億 3,735 万円、歳出額

4 億 1,967 万 6,000 円で、差引残額 1,767 万 4,000 円となりますが、このうち決算積立

金として 411万円を積立てし、残る 1,356万 4,000円を平成 28年度に繰り越すものでご

ざいます。 

 次に、介護サービス事業勘定では、歳入額 3億 4,022万円、歳出額 3億 2,772万 1,000

円で、差引残額 1,249万 9,000円を平成 28年度に繰り越すものでございます。 

 国民健康保険事業特別会計においては、歳入額 5億 7,994万 9,000円、歳出額 5億 4,415

万 5,000円で、差引残額 3,579万 4,000円となり、このうち 2,000万円を決算積立とし、 

残る 1,579万 4,000円を平成 28年度に繰り越すものでございます。 

 後期高齢者医療特別会計においては、歳入額 5,852万 1,000円、歳出額 5,807万 4,000

円で、差引残額 44万 7,000円を平成 28年度に繰り越すものでございます。 

次に、企業会計の内容について申し上げますと、病院事業会計の収益的収支につきま

しては、収入額 5 億 3,127 万 3,000 円、支出額 5 億 3,368 万 8,000円で、差引き 241 万

5,000円の当年度純損失となります。 

資本的収支につきましては、収入額 1,505 万 5,000 円、支出額で 2,231万 8,000 円、

差引き 726万 3,000円は過年度分損益勘定留保資金で補填するものでございます。 

 以上、別途配付いたしました決算書により、認定賜りますようよろしくお願い申し上

げまして、提案理由といたします。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。 

 認定第 1 号及び認定第 2 号につきましては、決算認定特別委員会を設置して付託審査

にしたいと存じますが、御異議ありませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 異議なしと認めます。 

 したがって、本案は、決算認定特別委員会に付託することに決定いたしました。 

 次に、「決算認定特別委員会委員の選任」を行います。 

 特別委員会委員の選任については、委員会条例第 7条第 3項の規定により、 

 1番 近藤八郎 議員。 

 3番 斉藤好信 議員。 

 4番 奈須憲一郎 議員。 

 5番 大西 功 議員。 

 6番 蓑谷春之 議員。 

 7番 春日隆司 議員。 

 以上のとおり指名したいと思いますが、御異議ありませんか。 

 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 異議なしと認めます。 

 したがって、ただ今、指名いたしましたとおり、特別委員会委員に選任することに決

定をいたしました。 

 次に、決算認定特別委員会の委員長及び副委員長の選出をしていただきます。 

 ここで、正副委員長が選出されるまでの間、暫時休憩といたします。 

 

○事務局長（下村弘之君） お知らせいたします。特別委員会委員は、応接室までお集

まり願います。 

 

休憩  午後 ４時１９分 

 

再開  午後 ４時３０分 

 

○議長（木下一己君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 決算認定特別委員会の委員長及び副委員長が選出されましたので、報告いたします。 

 委員長には、3番 斉藤好信 議員。 

 副委員長には、7番 春日隆司 議員。 

 以上のとおり、決定いたしました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 19 同意第 1号「教育委員会委員の任命について」を議

題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 
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○町長（谷 一之君） 同意第 1 号 教育委員会委員の任命について、提案理由を申し

上げます。 

 本案につきましては、教育委員の石谷
いしたに

 英人
ひ で と

氏が本年 9 月 30 日をもって任期満了にな

りますので、同氏を委員として再任いたしたく、「地方教育行政の組織及び運営に関する

法律」第 4条第 2項の規定に基づき、議会の同意を求めるものであります。 

石谷氏は、平成 20 年 10 月から教育委員としてその職責を果たされており、人柄も温

厚篤実にして、人格識見ともに優れ、学校教育をはじめ社会教育にも精通されているこ

とから、教育委員として適任であり再任するものであります。 

 以上、申し上げまして提案理由といたしますので、よろしく御審議の上、御賛同賜り

ますようお願い申し上げます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） ただ今、提案理由の説明がありましたが、これから質疑を行い

ます。 

 質疑ありませんか。 

 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論に入ります。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） ないようですので、次に、原案に賛成者の発言を許します。 

 

（な し） 

 

○議長（木下一己君） 討論なしと認めます。 

 これから、同意第 1号を採決します。 

 本案は、原案のとおり同意することに賛成の方は、起立願います。 

 

（賛成者起立） 

 

○議長（木下一己君） 起立多数です。 

 したがって、同意第 1号は、原案のとおり同意することに決定いたしました。 

 

○議長（木下一己君） 日程第 20 報告第 1 号「平成 27 年度決算に基づく下川町健全

化判断比率及び資金不足比率の報告について」を議題といたします。 
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 本案について、報告を求めます。 

 町長。 

 

○町長（谷 一之君） 報告第 1号 平成 27年度決算に基づく下川町健全化判断比率及

び資金不足比率について、御報告申し上げます。 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成 27年度決算に係る健全

化判断比率と資金不足比率について、監査委員の審査が終了しましたので、意見を付し

て報告するものであります。 

 この財政健全化法は、自治体の財政破綻を未然に防ぐため、財政状況をより詳しく把

握し、早期に健全化を促すための法律でございまして、「健全化判断比率」である 4つの

指標と公営企業ごとの「資金不足比率」の財政指標を算定することになっております。 

 8月 30日に監査委員に各比率について審査をいただき、別紙のとおり良好な状態であ

ると御意見をいただいております、 

まず、一般会計に赤字がどれくらいあったかを表す実質赤字比率では、早期健全化基

準 15％以上に対し、「赤字がない」という結果であり、病院事業会計などを含む全会計

を連結してどれくらい赤字があったかを表す連結実質赤字比率についても、早期健全化

基準 20％以上に対し、「赤字の会計がなく」、いずれも数値が表示されない結果でござい

ます。 

 次に、一般会計が公債費の元利償還金や元利償還金に準ずるものをどれくらい支出し

ているかを表す実質公債費比率は、早期健全化基準の 25％以上に対し、昨年度から 1.5％

減の 3.5％となっております。 

 また、一般会計において負担する将来の負担額を現在どれくらい持っているかを表す

将来負担比率では、早期健全化基準 350％以上に対し、充当可能財源等が将来負担額を

上回るため「数値が表示されない」結果となっております。 

 最後に、公営企業ごとに赤字がどれくらいあったかを表す資金不足比率は、経営健全

化基準 20％以上に対して、下水道事業特別会計が「-7.2％」、簡易水道事業特別会計が

「-7.0％」、病院事業会計「-30.3％」となっており、いずれも数値が表示されない結果

でございます。なお、各比率の数値については、算定結果がマイナスの場合、数値が表

示されないこととなっております。 

このように、健全化判断比率であります実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率、将来負担比率、公営企業の資金不足比率の全ての比率が基準以下であり、本町

の財政状況は健全な状態であることを御報告申し上げます。なお、今後におきましても、

引き続き健全な財政運営を堅持してまいりたいと存じますので、御理解のほどよろしく

お願い申し上げ、報告とさせていただきます。以上です。 

 

○議長（木下一己君） 以上で、報告第 1号を終わります。 

 

○議長（木下一己君） 以上をもちまして、本日の日程は終了いたしました。 

 お諮りします。 

 委員会における議案審査のため、9月 16日、午後 4時まで休会にしたいと思います。  
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御異議ありませんか。 

 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 

○議長（木下一己君） 異議なしと認め、9月 16日、午後 4時まで休会とすることに決

定いたしました。 

 本日は、これをもって散会といたします。御苦労さまでした。 

 

午後４時３７分 散会 

 

 


